
第 59 号議案 

 

滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の特例に 

関する条例等の一部を改正する条例案に関する県議会への意見に係る 

臨時代理の承認について 

 

下記のとおり臨時に代理した「滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理お

よび執行の特例に関する条例等の一部を改正する条例案」に関する県議会への意見に

ついては、これを承認する。 

 

令和２年３月 17 日 

                            滋賀県教育委員会 

 

 

記 

 

滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の特例に関する条例

等の一部を改正する条例案について、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和 31 年法律第 162 号）第 23 条第２項の規定に基づき、県議会議長に対して次のとお

り意見を提出することにつき、滋賀県教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長

に委任する規則（昭和 63 年滋賀県教育委員会規則第４号）第４条の規定に基づき、

臨時に代理する。 

 

令和２年２月 17 日 

 

滋賀県教育委員会教育長  福永 忠克 

  

 

滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の特例に関 

する条例等の一部を改正する条例案に対する意見について 

 

この条例案は地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、教育委員会が管

理および執行している教育に関する事務の一部を知事に移管するものであり、適当な

ものと認めます。 
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（説明資料）

１　改正の理由

 （地教行法第23条第１項）

２　知事部局へ移管する事務
（１）文化財の保護に関すること（第4号）

（２）文化に関すること（文化財の保護に関することを除く。）（第3号）

滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の

特例に関する条例等の一部を改正する条例について

　地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和31年法律第162号)(以下「地教行法」という。)第23

条第１項の規定に基づき、これまで教育委員会が管理し、および執行していた教育に関する事務のう

ち、以下の事務について、知事が管理および執行することとするため、条例を改正する。

・文化財保護法および地教行法の改正(H31.4.1施行）により、知事部局への移管が可能となった。

・文化財の保存と活用の好循環を生み出し、効果的・効率的に施策を推進するため、知事部局へ移管

する(文化財保護課を知事部局へ移管。)。

・文化に関する事務は、既に平成９年度に県の組織改正により、文化芸術課が教育委員会事務局から

知事部局にうつり、事務委任等により主に知事部局で事務を行っているところであるが、今回、文化

財保護の知事部局への移管を機に、事務の実態にあわせ条例上の整理を行う。

・これにより文化全体を移管することで文化行政を一元化し、文化の振興や発展に寄与する。

(職務権限の特例)

第二十三条　前二条の規定にかかわらず、地方公共団体は、前条各号に掲げるもののほか、条例の定

めるところにより、当該地方公共団体の長が、次の各号に掲げる教育に関する事務のいずれか又は全

てを管理し、及び執行することとすることができる。

一　図書館、博物館、公民館その他の社会教育に関する教育機関のうち当該条例で定めるもの(以下

「特定社会教育機関」という。)の設置、管理及び廃止に関すること(第二十一条第七号から第九号ま

で及び第十二号に掲げる事務のうち、特定社会教育機関のみに係るものを含む。)。

二　スポーツに関すること(学校における体育に関することを除く。)。 ※平成28年度に移管済み

三　文化に関すること(次号に掲げるものを除く。)。

四　文化財の保護に関すること。

令和2年（20 20年）3月17日
3 月 臨 時 教 育 委 員 会
第 5 9 号 議 案 関 係 資 料
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（３）特定社会教育機関（図書館、博物館、公民館その他社会教育機関）に関すること（第1号）

【特定社会教育機関一覧】

３　条例の構成

①　滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の特例に関する条例を改正し、上記

事務を知事が管理・執行することとする。（第1条）

②　①に伴って整理が必要となる条例（部等の事務分掌、関係附属機関、市町への権限移譲、各施設の

設置および管理等に関するもの）について必要な規定の整理を行う。（第2条～第14条）

４　条例の施行日

令和2年4月1日から施行することとする。

⑧図書館

琵琶湖環境部

(事務委任)

知事

（琵琶湖環境部）

⑤男女共同参画センター
商工観光労働部

(事務委任)

知事

（商工観光労働部）

⑥安土城考古博物館
知事

（文化スポーツ部）

⑦長浜ドーム宿泊研修館
教育委員会

教育委員会

教育委員会

教育委員会 教育委員会

教育委員会

①近代美術館

・地教行法の改正（R1.6.7施行）に伴い、知事部局への移管が可能となった。

・本県が設置する特定社会教育機関のうち、以下①～⑤については、管理・運営など実質的な業務を

事務委任により知事部局で執行しているところであり、実態に合わすため、移管する。

・以下⑥については、今般の「文化財の保護に関すること」の知事部局への移管に伴い移管する。

・以下、⑦⑧については、学校教育や生涯学習と密接に関わる施設であることから、引き続き教育委

員会において管理・執行するものとする。

事務の権限 事務の執行権限 事務の権限
該当機関名

R1 R2

文化スポーツ部

(事務委任)

知事

（文化スポーツ部）

②希望ヶ丘野外活動セン

ター

③青少年宿泊研修所

④琵琶湖博物館

-4-



 

 

滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の特例に関する条 

例等の一部を改正する条例案要綱 

 

 

１ 改正の理由 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号。以下「法」とい

う。）第 23 条第１項の規定に基づき、これまで教育委員会が管理し、および執行していた

教育に関する事務のうち、同項第１号、第３号および第４号に掲げる教育に関する事務に

ついて、知事が管理し、および執行することとするため、滋賀県教育委員会の職務権限に

属する事務の管理および執行の特例に関する条例（平成 28 年滋賀県条例第 16 号）ほか 13

条例の一部を改正しようとするものです。 

 

２ 改正の概要 

(1) 教育に関する事務のうち、法第 23 条第１項第１号、第３号および第４号に掲げる教育

に関する事務について、知事が管理し、および執行することとします。（第１条による改

正後の本則関係） 

(2) 次に掲げる条例について、必要な規定の整備を行うこととします。（第２条から第 14

条まで関係） 

 ア 滋賀県部等設置条例（昭和 30 年滋賀県条例第 30 号） 

 イ 滋賀県附属機関設置条例（平成 25年滋賀県条例第 53 号） 

ウ 滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成 18年滋賀県条例第

71 号） 

エ 滋賀県希望が丘文化公園の設置および管理に関する条例（昭和 46年滋賀県条例第 53

号） 

オ 滋賀県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成 11 年滋賀県

条例第 48号） 

カ 滋賀県立青少年宿泊研修所の設置および管理に関する条例（昭和 46年滋賀県条例第

58 号） 

  キ 滋賀県立近代美術館条例（昭和 59 年滋賀県条例第 20 号） 

  ク 滋賀県立琵琶湖博物館の設置および管理に関する条例（平成８年滋賀県条例第 26号） 

  ケ 滋賀県立男女共同参画センターの設置および管理に関する条例（昭和 61 年滋賀県条

例第 38 号） 

 コ 滋賀県文化財保護条例（昭和 31 年滋賀県条例第 57号） 

 サ 滋賀県文化財保護審議会設置条例（昭和 50 年滋賀県条例第 47 号） 

 シ 滋賀県立安土城考古博物館の設置および管理に関する条例（平成４年滋賀県条例第

23 号） 
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 ス 滋賀県立希望が丘野外活動センターの設置および管理に関する条例（昭和 45年滋賀

県条例第 31 号） 

(3) その他 

ア この条例は、令和２年４月１日から施行することとします。 

イ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとします。 
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議第 23 号 

 

滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の特例に関する条例等の一部を改

正する条例案 

上記の議案を提出する。 

令和２年２月 17 日 

                        滋賀県知事  三 日 月  大  造 

 

 

滋賀県教育委員会の職権権限に属する事務の管理および執行の特例に関する条例等の一部

を改正する条例 

（滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の特例に関する条例の一部改

正） 

第１条 滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の特例に関する条例（平成

28 年滋賀県条例第 16 号）の一部を次のように改正する。 

本則中「同項第２号」を「同項第１号から第４号まで」に改め、「事務」の右に「（同項第１

号に掲げる教育に関する事務にあっては、次に掲げる同号に規定する特定社会教育機関に係る

ものに限る。）」を加え、本則に次の６号を加える。 

(1) 滋賀県立青少年宿泊研修所 

(2) 滋賀県立近代美術館 

(3) 滋賀県立琵琶湖博物館 

(4) 滋賀県立男女共同参画センター 

(5) 滋賀県立安土城考古博物館 

(6) 滋賀県立希望が丘野外活動センター 

（滋賀県部等設置条例の一部改正） 

第２条 滋賀県部等設置条例（昭和 30 年滋賀県条例第 30 号）の一部を次のように改正する。 

第２条第４号中イをウとし、アの次に次のように加える。 

イ 文化財の保護に関する事項 

（滋賀県附属機関設置条例の一部改正） 

第３条 滋賀県附属機関設置条例（平成 25 年滋賀県条例第 53 号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項中「（別表第３項の表に掲げる附属機関にあっては、知事）」を削る。 

別表第１項の表滋賀県文化スポーツ部指定管理者選定委員会の項中「（滋賀県希望が丘文化公

園を除く。）」を削り、「９人」を「18 人」に改め、同表滋賀県文化スポーツ部建設工事等総合

評価審査委員会の項中「10 人」を「15 人」に改める。 
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別表第２項の表滋賀県教育委員会指定管理者選定委員会の項中「（滋賀県立青少年宿泊研修所

および滋賀県立希望が丘野外活動センターを除く。）」を削り、別表第３項を削る。 

（滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正） 

第４条 滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成 18 年滋賀県条例第 71

号）の一部を次のように改正する。 

  別表(15)の２の項の次に次のように加える。    

(15)の２の２ 文化財保護法（昭和25年法律第214号。以下この 

項において「法」という。）に基づく事務のうち、次に掲げ 

る事務 

ア 法第92条第１項（法第93条第１項において準用する場合 

を含む。）の規定による発掘に係る届出の受付 

イ 法第94条第１項の規定による発掘に係る事業計画の策定

に係る通知の受付 

ウ 法第96条第１項の規定による遺跡の発見に係る届出の受 

 付 

エ 法第97条第１項の規定による遺跡の発見に係る通知の受 

 付 

市町 

  別表(66)の項から(68)の項までを次のように改める。 

(66)および(67) 削除  

(68) 滋賀県文化財保護条例（昭和31年滋賀県条例第57号。以下 

この項において「条例」という。）および条例の施行のため 

の規則に基づく事務のうち、次に掲げる事務（規則で定める 

現状の変更および保存に影響を及ぼす行為に係るものに限る。）

ア 条例第39条第１項の規定による許可 

イ 条例第39条第２項において準用する条例第17条第２項の 

規定による指示 

ウ 条例第39条第２項において準用する条例第17条第３項の

規定による停止命令および許可の取消し 

エ アからウまでに掲げるもののほか、条例の施行に係る事 

務のうち規則に基づく事務であって別に規則で定めるもの 

 市 

（滋賀県希望が丘文化公園の設置および管理に関する条例の一部改正） 

第５条 滋賀県希望が丘文化公園の設置および管理に関する条例（昭和 46 年滋賀県条例第 53 号）

の一部を次のように改正する。 

  第 10 条第３項中「滋賀県希望が丘文化公園等指定管理者選定委員会」を「滋賀県文化スポー

ツ部指定管理者選定委員会」に改める。 
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（滋賀県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の一部改正） 

第６条 滋賀県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関する条例（平成 11 年滋賀県条例

第 48 号）の一部を次のように改正する。 

第２条中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号を第２号とし、第４号を第３号とする。 

第３条を削り、第４条を第３条とする。 

 （滋賀県立青少年宿泊研修所の設置および管理に関する条例の一部改正） 

第７条 滋賀県立青少年宿泊研修所の設置および管理に関する条例（昭和 46 年滋賀県条例第 58

号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第４条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改め、同

条第２項および第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第６条ただし書中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第７条中「教育委員会は」を「知事は」に改め、同条第４号中「教育委員会規則」を「規則」

に改め、同条第７号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第９条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第２項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定により知事が指定管理者に同項各号に掲げる業務（以下「管理業務」という。）

を行わせる場合における第４条、第６条および第７条の規定の適用については、これらの規

定中「知事」とあるのは、「指定管理者」とする。 

第 10 条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に改め、同条第２項中「教育委員会」を「知

事」に改め、同条第３項中「教育委員会」を「知事」に、「滋賀県希望が丘文化公園等指定管

理者選定委員会」を「滋賀県文化スポーツ部指定管理者選定委員会」に改める。 

第 11 条、第 12 条第２項、第 13 条ならびに第 14 条第１項、第３項、第５項ただし書および

第６項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 15 条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

（滋賀県立近代美術館条例の一部改正） 

第８条 滋賀県立近代美術館条例（昭和 59 年滋賀県条例第 20 号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改め、同

条第２項および第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第４条中「教育委員会は」を「知事は」に改め、同条第４号中「教育委員会規則」を「規則」

に改め、同条第７号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第５条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改め、同

条第２項および第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第６条ただし書中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第７条中「教育委員会は」を「知事は」に改め、同条第４号中「教育委員会規則」を「規則」

に改め、同条第７号中「教育委員会」を「知事」に改める。 
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第 11 条第２項第６号および第 13 条第２項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 16 条および第 17 条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

（滋賀県立琵琶湖博物館の設置および管理に関する条例の一部改正） 

第９条 滋賀県立琵琶湖博物館の設置および管理に関する条例（平成８年滋賀県条例第 26 号）の

一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改め、同

条第２項および第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第４条中「教育委員会は」を「知事は」に改め、同条第４号中「教育委員会規則」を「規則」

に改め、同条第７号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第７条第２項第７号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 10 条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

（滋賀県立男女共同参画センターの設置および管理に関する条例の一部改正） 

第 10 条 滋賀県立男女共同参画センターの設置および管理に関する条例（昭和 61 年滋賀県条例

第 38 号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改め、同

条第２項および第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第６条ただし書中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第７条中「教育委員会は」を「知事は」に改め、同条第４号中「教育委員会規則」を「規則」

に改め、同条第７号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第９条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

 （滋賀県文化財保護条例の一部改正） 

第 11 条 滋賀県文化財保護条例（昭和 31 年滋賀県条例第 57 号）の一部を次のように改正する。 

第３条中「滋賀県教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を「知事」に、「当つて」を「当

たつて」に改める。 

第４条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第２項中「教育委員会」を「知事」

に改め、同項ただし書中「基く」を「基づく」に改め、同条第３項および第６項中「教育委員

会」を「知事」に改める。 

第５条第１項および第４項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第５項中「すみやかに」

を「速やかに」に、「教育委員会」を「知事」に改める。 

第６条第１項中「基く教育委員会規則」を「基づく規則」に、「教育委員会の」を「知事の」

に改め、同条第３項中「すみやかに」を「速やかに」に、「教育委員会」を「知事」に改める。 

第７条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第２項中「教育委員会」を「知事」

に、「基く」を「基づく」に改め、同条第３項中「基く」を「基づく」に改める。 

第８条第１項中「教育委員会」を「知事」に改める。 
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第９条第２項および第３項ならびに第 10 条中「すみやかに」を「速やかに」に、「教育委員

会」を「知事」に改める。 

第 11 条中「教育委員会に」を「知事に」に改め、同条ただし書中「教育委員会規則」を「規

則」に改める。 

第 12 条第２項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 13 条中「各号の一」を「各号のいずれか」に、「県」を「知事」に改め、同条第１号中「基

く教育委員会規則」を「基づく規則」に改める。 

第 14 条第１項および第２項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第３項中「基いて」を

「基づいて」に改める。 

第 15 条第２項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第３項中「又は」を「または」に、

「県に」を「知事に」に、「県は」を「知事は」に改める。 

第 17 条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会の」を「知事の」に改め、

同項ただし書中「教育委員会規則」を「規則」に改め、同条第２項および第３項中「教育委員

会」を「知事」に改める。 

第 18 条第１項および第２項、第 19 条第１項、第２項、第６項および第７項ならびに第 21

条中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 22 条中「基いて」を「基づいて」に、「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 23 条第１項および第２項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第３項中「には、教育

委員会」を「ときは、知事」に改め、同条第５項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 24 条第１項、第２項および第６項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第７項中「す

べて」を「全て」に、「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 25 条中「教育委員会規則」を「規則」に、「すみやかに」を「速やかに」に、「教育委員会

に」を「知事に」に改める。 

第 26 条第１項、第 27 条第１項、第 28 条、第 29 条第１項ならびに第 30 条第１項および第５

項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 31 条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改め、

同条第２項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 33 条第１項、第 33 条の２第１項、第 33 条の３、第 33 条の４第１項、第 34 条第１項およ

び第 35 条第１項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 36 条中「教育委員会規則」を「規則」に、「囲さく」を「囲柵」に改める。 

第 37 条中「すみやかに」を「速やかに」に、「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 39 条第 1 項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会の」を「知事の」に改め、

同項ただし書中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

第 40 条の２第１項および第２項、第 40 条の３第１項および第４項ならびに第 40 条の５第１

項および第２項中「教育委員会」を「知事」に改める。 
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第 40 条の６第１項および第２項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第６項中「すべて」

を「全て」に、「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 40 条の８第１項および第 40 条の９中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 41 条（見出しを含む。）中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

第 42 条の２中「教育委員会」を「知事」に改める。 

 （滋賀県文化財保護審議会設置条例の一部改正） 

第 12 条 滋賀県文化財保護審議会設置条例（昭和 50 年滋賀県条例第 47 号）の一部を次のように

改正する。 

第１条中「滋賀県教育委員会（以下「教育委員会」という。）に」を「知事の附属機関として」

に改める。 

第３条中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第８条中「滋賀県教育委員会事務局」を「滋賀県文化スポーツ部」に改める。 

 （滋賀県立安土城考古博物館の設置および管理に関する条例の一部改正） 

第 13 条 滋賀県立安土城考古博物館の設置および管理に関する条例（平成４年滋賀県条例第 23

号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第４条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改め、同

条第２項および第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第５条中「教育委員会は」を「知事は」に改め、同条第４号中「教育委員会規則」を「規則」

に改め、同条第７号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第７条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第２項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定により知事が指定管理者に同項各号に掲げる業務（以下「管理業務」という。）

を行わせる場合における第４条および第５条の規定の適用については、これらの規定中「知

事」とあるのは、「指定管理者」とする。 

第８条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に改め、同条第２項中「教育委員会」を「知

事」に改め、同条第３項中「教育委員会は」を「知事は」に、「滋賀県教育委員会指定管理者選

定委員会」を「滋賀県文化スポーツ部指定管理者選定委員会」に改める。 

第９条、第 10 条第２項、第 11 条ならびに第 12 条第１項、第３項、第５項ただし書および第

６項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 13 条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

（滋賀県立希望が丘野外活動センターの設置および管理に関する条例の一部改正） 

第 14 条 滋賀県立希望が丘野外活動センターの設置および管理に関する条例（昭和 45 年滋賀県

条例第 31 号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 
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第４条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改め、同

条第２項および第３項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第６条ただし書中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第７条中「教育委員会は」を「知事は」に改め、同条第４号中「教育委員会規則」を「規則」

に改め、同条第７号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第９条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第２項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定により知事が指定管理者に同項各号に掲げる業務（以下「管理業務」という。）

を行わせる場合における第４条、第６条および第７条の規定の適用については、これらの規

定中「知事」とあるのは、「指定管理者」とする。 

第 10 条第１項中「教育委員会規則」を「規則」に改め、同条第２項中「教育委員会」を「知

事」に改め、同条第３項中「教育委員会」を「知事」に、「滋賀県希望が丘文化公園等指定管

理者選定委員会」を「滋賀県文化スポーツ部指定管理者選定委員会」に改める。 

第 11 条、第 12 条第２項、第 13 条ならびに第 14 条第１項、第３項、第５項ただし書および

第６項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第 15 条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際第１条の規定による改正後の滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務

の管理および執行の特例に関する条例本則に規定する事務に係る法令、条例、教育委員会規則

その他の規程（以下「法令等」という。）の規定により教育委員会がした処分その他の行為で

現にその効力を有するものまたはこの条例の施行の日前に法令等の規定により教育委員会に対

してなされた申請その他の行為で、同日以後においては知事が管理し、および執行することと

なる事務に係るものは、同日以後における法令等の適用については、知事がした処分その他の

行為または知事に対してなされた申請その他の行為とみなす。 

３ この条例の施行の際現に第 12 条の規定による改正前の滋賀県文化財保護審議会設置条例（以

下「旧審議会条例」という。）第１条の規定により置かれている滋賀県文化財保護審議会（以

下「旧審議会」という。）の委員である者は、第 12 条の規定による改正後の滋賀県文化財保護

審議会設置条例（以下「新審議会条例」という。）第１条の規定により置かれる滋賀県文化財

保護審議会（以下「新審議会」という。）の委員となるものとする。この場合において、委員

の任期は、新審議会条例第４条第１項の規定にかかわらず、令和３年５月 31 日までとする。 

４ この条例の施行の際現に旧審議会条例第５条第１項の規定により定められた旧審議会の会長

および副会長は、それぞれ、この条例の施行の日に、新審議会条例第５条第１項の規定により

新審議会の会長および副会長として定められたものとみなす。 
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５ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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滋賀県教育委員会の職務権限に属する事務の管理および執行の特例に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

旧 新 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162

号）第23条第１項の規定に基づき、同項第２号に掲げる教育に関す

る事務は、知事が管理し、および執行することとする。 

 

 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162

号）第23条第１項の規定に基づき、同項第１号から第４号までに掲

げる教育に関する事務（同項第１号に掲げる教育に関する事務にあ

っては、次に掲げる同号に規定する特定社会教育機関に係るものに

限る。）は、知事が管理し、および執行することとする。 

(1) 滋賀県立青少年宿泊研修所 

(2) 滋賀県立近代美術館 

(3) 滋賀県立琵琶湖博物館 

(4) 滋賀県立男女共同参画センター 

(5) 滋賀県立安土城考古博物館 

(6) 滋賀県立希望が丘野外活動センター 

付則 省略 付則 省略 
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滋賀県部等設置条例新旧対照表（第２条関係） 

旧 新 

第１条 省略 

 

（部等の分掌事務） 

第２条 知事公室および部の分掌事務は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

(1)～(3) 省略  

(4) 文化スポーツ部 

ア 文化振興に関する事項 

    （新設） 

イ スポーツに関する事項 

 (5)～(9) 省略 

第１条 省略 

 

（部等の分掌事務） 

第２条 知事公室および部の分掌事務は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

(1)～(3) 省略  

(4) 文化スポーツ部 

ア 文化振興に関する事項 

イ 文化財の保護に関する事項 

ウ スポーツに関する事項 

(5)～(9) 省略 

 

付則 省略 付則 省略 
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滋賀県附属機関設置条例新旧対照表（第３条関係） 

旧 新 

第１条 省略 第１条 省略 
（設置等） 

第２条 省略 
２ 委員は、執行機関（別表第３項の表に掲げる附属機関にあっては、知事）

が任命する。 
３～５ 省略 

（設置等） 
第２条 省略 
２ 委員は、執行機関が任命する。 
 
３～５ 省略 

第３条～第５条 省略 
付則 省略 

第３条～第５条 省略 
付則 省略 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 
１ 知事の附属機関 １ 知事の附属機関 

名称 担任する事務 委員の数 委員の構成 委員の

任期 

省略 

滋賀県文化

スポーツ部

指定管理者

選定委員会 

知事の諮問に応じ

て文化スポーツ部

の所管に属する公

の施設（滋賀県希 

望が丘文化公園を

除く。）の指定管 

理者の選定に関す

る事項（滋賀県文 

化スポーツ部ＰＦ

Ｉ事業者等選定委

員会が担任する事

務に係るものを除

く。）について調 

９人以内 (1) 学識経験を有

する者 

(2) その他知事が

適当と認める者 

当該諮

問に係

る調査

審議が

終了す

るまで

の期間 

名称 担任する事務 委員の数 委員の構成 委員の

任期 

省略 

滋賀県文化

スポーツ部

指定管理者

選定委員会 

知事の諮問に応じ

て文化スポーツ部

の所管に属する公

の施設の指定管理

者の選定に関する

事項（滋賀県文化

スポーツ部ＰＦＩ

事業者等選定委員

会が担任する事務

に係るものを除

く。）について調

査審議すること。 

 

18人以内 (1) 学識経験を有

する者 

(2) その他知事が

適当と認める者 

当該諮

問に係

る調査

審議が

終了す

るまで

の期間 
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 査審議すること。    

滋賀県文化

スポーツ部

建設工事等

総合評価審

査委員会 

知事の諮問に応じ

て県が発注する文

化スポーツ部の所

管に属する建設工

事等に係る地方自

治法施行令（昭和 

22年政令第16号） 

第167条の10の２ 

第３項に規定する

落札者決定基準の

策定および同条第

５項の規定による

落札者の決定に関

する事項について

審査すること。 

10人以内 (1) 学識経験を有

する者 

(2) 県の職員 

(3) その他知事が

適当と認める者 

当該諮

問に係

る審査

が終了

するま

での期

間 

省略 
 

     

滋賀県文化

スポーツ部

建設工事等

総合評価審

査委員会 

知事の諮問に応じ

て県が発注する文

化スポーツ部の所

管に属する建設工

事等に係る地方自

治法施行令（昭和 

22年政令第16号）

第167条の10の２

第３項に規定する

落札者決定基準の

策定および同条第

５項の規定による

落札者の決定に関

する事項について

審査すること。 

15人以内 (1) 学識経験を有

する者 

(2) 県の職員 

(3) その他知事が

適当と認める者 

当該諮

問に係

る審査

が終了

するま

での期

間 

省略 
 

  

２ 教育委員会の附属機関 ２ 教育委員会の附属機関 

名称 担任する事務 委員の数 委員の構成 委員の

任期 

滋賀県教育

委員会指定

管理者選定

委員会 

教育委員会の諮問

に応じて教育委員

会の所管に属する

公の施設（滋賀県 

立青少年宿泊研修

所および滋賀県立

希望が丘野外活動 

８人以内 (1) 学識経験を有

する者 

(2) その他教育委

員会が適当と認

める者 

当該諮

問に係

る調査

審議が

終了す

るまで

の期間 

名称 担任する事務 委員の数 委員の構成 委員の

任期 

滋賀県教育

委員会指定

管理者選定

委員会 

教育委員会の諮問

に応じて教育委員

会の所管に属する

公の施設の指定管

理者の選定に関す

る事項について調

査審議すること。 

８人以内 (1) 学識経験を有

する者 

(2) その他教育委

員会が適当と認

める者 

当該諮

問に係

る調査

審議が

終了す

るまで

の期間 

-20-



 センターを除く。）

の指定管理者の選

定に関する事項に

ついて調査審議す

ること。 

   

省略 
 

  

 

 

 

 

   

省略 
 

３ 知事および教育委員会の附属機関 （削除） 
名称 担任する事務 委員の数 委員の構成 委員の

任期 

滋賀県希望

が丘文化公

園等指定管

理者選定委

員会 

知事または教育委

員会の諮問に応じ

て滋賀県希望が丘

文化公園、滋賀県立

青少年宿泊研修所

および滋賀県立希

望が丘野外活動セ

ンターの指定管理

者の選定に関する

事項について調査

審議すること。 

６人以内 (1) 学識経験を有

する者 

(2) その他知事が

適当と認める者 

当該諮

問に係

る調査

審議が

終了す

るまで

の期間 
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滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例新旧対照表（第４条関係） 

旧 新 

本則および付則 省略 本則および付則 省略 

  

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

(1)～(15)の２ 省略 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(15)の３～(65)の２ 省略 

(66)から(68)まで 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)～(15)の２ 省略 

(15)の２の２ 文化財保護法（昭和25年法律第214号。

以下この項において「法」という。）に基づく事

務のうち、次に掲げる事務 

ア 法第92条第１項（法第93条第１項において準

用する場合を含む。）の規定による発掘に係る

届出の受付 

イ 法第94条第１項の規定による発掘に係る事

業計画の策定に係る通知の受付 

ウ 法第96条第１項の規定による遺跡の発見に

係る届出の受付 

エ 法第97条第１項の規定による遺跡の発見に係

る通知の受付 

市町 

(15)の３～(65)の２ 省略 

(66)および(67) 削除  

(68) 滋賀県文化財保護条例（昭和31年滋賀県条例

第57号。以下この項において「条例」という。）

および条例の施行のための規則に基づく事務の

うち、次に掲げる事務（規則で定める現状の変

更および保存に影響を及ぼす行為に係るものに

限る。） 

ア 条例第39条第１項の規定による許可 

イ 条例第39条第２項において準用する条例第 

市 
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(69)～(76) 省略 
 

17条第２項の規定による指示 

ウ 条例第39条第２項において準用する条例第 

17条第３項の規定による停止命令および許可

の取消し 

エ アからウまでに掲げるもののほか、条例の 

施行に係る事務のうち規則に基づく事務であ

って別に規則で定めるもの 

 

(69)～(76) 省略 
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滋賀県希望が丘文化公園の設置および管理に関する条例新旧対照表（第５条関係） 

旧 新 

第１条～第９条 省略 第１条～第９条 省略 

（指定管理者の指定の手続） （指定管理者の指定の手続） 

第10条 省略 第10条 省略 

２ 省略 ２ 省略 

３ 知事は、指定管理者の指定に当たつては、あらかじめ滋賀県希

望が丘文化公園等指定管理者選定委員会の意見を聴かなければ

ならない。 

以下 省略 

３ 知事は、指定管理者の指定に当たつては、あらかじめ滋賀県文

化スポーツ部指定管理者選定委員会の意見を聴かなければなら

ない。 

以下 省略 
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滋賀県教育委員会の権限に属する事務の処理の特例に関する条例新旧対照表（第６条関係） 

旧 新 

  

第１条 省略 第１条 省略 

  

（市町が処理する事務の範囲等） （市町が処理する事務の範囲等） 

第２条 次に掲げる事務は、市町が処理することとする。 第２条 次に掲げる事務は、市町が処理することとする。 

(1) 文化財保護法（昭和25年法律第214号。以下この号において「法」とい

う。）に基づく事務のうち、次に掲げる事務 

（削除）  

ア 法第92条第１項（法第93条第１項において準用する場合を含む。）

の規定による発掘に係る届出の受付 

 

イ 法第94条第１項の規定による発掘に係る事業計画の策定に係る通知

の受付 

 

ウ 法第96条第１項の規定による遺跡の発見に係る届出の受付  

エ 法第97条第１項の規定による遺跡の発見に係る通知の受付  

(2)～(4) 省略 (1)～(3) 省略 

  

第３条 滋賀県文化財保護条例（昭和31年滋賀県条例第57号。以下この条に

おいて「条例」という。）および条例の施行のための教育委員会規則に基

づく事務のうち、次に掲げる事務（教育委員会規則で定める現状の変更お

よび保存に影響を及ぼす行為に係るものに限る。）は、大津市、彦根市、

長浜市、近江八幡市、草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、

高島市、東近江市および米原市が処理することとする。 

（削除） 

(1) 条例第39条第１項の規定による許可  

(2) 条例第39条第２項において準用する条例第17条第２項の規定による指

示 

 

(3) 条例第39条第２項において準用する条例第17条第３項の規定による停

止命令および許可の取消し 
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(4) 前３号に掲げるもののほか、条例の施行に係る事務のうち教育委員会

規則に基づく事務であって別に教育委員会規則で定めるもの 

 

  

（教育委員会規則の制定および改廃とその経過措置） （教育委員会規則の制定および改廃とその経過措置） 

第４条 この条例の規定に基づき教育委員会規則を制定し、または改廃する

場合においては、その教育委員会規則で、その制定または改廃に伴い合理

的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置を定めることがで

きる。 

第３条 この条例の規定に基づき教育委員会規則を制定し、または改廃する

場合においては、その教育委員会規則で、その制定または改廃に伴い合理

的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置を定めることがで

きる。 

 

付則 省略 

 

付則 省略 
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滋賀県立青少年宿泊研修所の設置および管理に関する条例新旧対照表（第７条関係） 

旧 新 

  

第１条および第２条 省略 第１条および第2条 省略 

  

（供用時間等） （供用時間等） 

第３条 省略 第３条 研修室の供用時間は、午前９時から午後10時までとする。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 教育委員会は、必要があると認めるときは、第１項に規定する供用時間

を変更し、または前項に規定する休所日を変更し、もしくは臨時に休所日

を定めることができる。 

３ 知事は、必要があると認めるときは、第１項に規定する供用時間を変更

し、または前項に規定する休所日を変更し、もしくは臨時に休所日を定め

ることができる。 

  

（使用の承認） （使用の承認） 

第４条 研修所の施設を使用しようとする者は、教育委員会規則で定めると

ころにより教育委員会に申請し、その承認を受けなければならない。承認

を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

第４条 研修所の施設を使用しようとする者は、規則で定めるところにより

知事に申請し、その承認を受けなければならない。承認を受けた事項を変

更しようとするときも、同様とする。 

２ 教育委員会は、前項の規定による申請があつた場合において、次の各号

のいずれかに該当するときは、同項の承認をしないことができる。 

２ 知事は、前項の規定による申請があつた場合において、次の各号のいず

れかに該当するときは、同項の承認をしないことができる。 

(1)～(5) 省略 (1)～(5) 省略 

３ 教育委員会は、第１項の規定による承認をする場合においては、研修所

の管理上必要な限度において、条件を付すことができる。 

３ 知事は、第１項の規定による承認をする場合においては、研修所の管理

上必要な限度において、条件を付すことができる。 

  

第５条 省略 第５条 省略 

  

（施設等の変更の禁止） （施設等の変更の禁止） 

第６条 使用者は、研修所の施設もしくは設備に変更を加え、または特別の

設備を設けてはならない。ただし、あらかじめ教育委員会の承認を受けた

ときは、この限りでない。 

第６条 使用者は、研修所の施設もしくは設備に変更を加え、または特別の

設備を設けてはならない。ただし、あらかじめ知事の承認を受けたときは、

この限りでない。 

-29-



  

（使用の承認の取消し等） （使用の承認の取消し等） 

第７条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第４条第１

項の規定による承認を取り消し、または使用を制限し、もしくは使用の停

止を命ずることができる。 

第７条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、第４条第１項の規

定による承認を取り消し、または使用を制限し、もしくは使用の停止を命

ずることができる。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

(4) 使用者がこの条例またはこの条例に基づく教育委員会規則の規定に違

反したとき。 

(4) 使用者がこの条例またはこの条例に基づく規則の規定に違反したと

き。 

(5)および(6) 省略 (5)および(6) 省略 

(7) その他教育委員会が特に必要と認めたとき。 (7) その他知事が特に必要と認めたとき。 

  

第８条 省略 第８条 省略 

  

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 

第９条 教育委員会は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３

項の規定に基づき、法人その他の団体であつて教育委員会が指定するもの

（以下「指定管理者」という。）に、研修所の管理に関する業務のうち、

次に掲げる業務を行わせることができる。 

第９条 知事は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規

定に基づき、法人その他の団体であつて知事が指定するもの（以下「指定

管理者」という。）に、研修所の管理に関する業務のうち、次に掲げる業

務を行わせることができる。 

(1)および(2) 省略 (1)および(2) 省略 

(3) 前２号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める業務 (3) 前２号に掲げるもののほか、知事が必要と認める業務 

２ 前項の規定により教育委員会が指定管理者に同項各号に掲げる業務（以

下「管理業務」という。）を行わせる場合における第４条、第６条および

第７条の規定の適用については、第４条第１項中「教育委員会に」とある

のは「指定管理者に」と、同条第２項および第３項、第６条ならびに第７

条各号列記以外の部分および第７号中「教育委員会」とあるのは「指定管

理者」とする。 

２ 前項の規定により知事が指定管理者に同項各号に掲げる業務（以下「管

理業務」という。）を行わせる場合における第４条、第６条および第７条

の規定の適用については、これらの規定中「知事」とあるのは、「指定管

理者」とする。 

  

（指定管理者の指定の手続） （指定管理者の指定の手続） 
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第10条 指定管理者の指定は、教育委員会規則で定めるところにより、指定

を受けようとするものの申請により行う。 

第10条 指定管理者の指定は、規則で定めるところにより、指定を受けよう

とするものの申請により行う。 

２ 教育委員会は、前項の規定による申請があつたときは、次に掲げる基準

により最も適切な管理を行うことができると認めるものを指定管理者とし

て指定するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による申請があつたときは、次に掲げる基準により

最も適切な管理を行うことができると認めるものを指定管理者として指定

するものとする。 

(1)～(4) 省略 (1)～(4) 省略 

３ 教育委員会は、指定管理者の指定に当たつては、あらかじめ滋賀県希望

が丘文化公園等指定管理者選定委員会の意見を聴かなければならない。 

３ 知事は、指定管理者の指定に当たつては、あらかじめ滋賀県文化スポー

ツ部指定管理者選定委員会の意見を聴かなければならない。 

  

（指定管理者の指定の告示等） （指定管理者の指定の告示等） 

第11条 教育委員会は、地方自治法第244条の２第３項の規定により指定を行

い、または同条第11項の規定により指定を取り消し、もしくは管理業務の

全部もしくは一部の停止を命じたときは、その旨を告示しなければならな

い。 

第11条 知事は、地方自治法第244条の２第３項の規定により指定を行い、ま

たは同条第11項の規定により指定を取り消し、もしくは管理業務の全部も

しくは一部の停止を命じたときは、その旨を告示しなければならない。 

  

（指定管理者の管理の基準等） （指定管理者の管理の基準等） 

第12条 省略 第12条 省略 

２ 指定管理者は、次に掲げる事項について教育委員会と協定を締結しなけ

ればならない。 

２ 指定管理者は、次に掲げる事項について知事と協定を締結しなければな

らない。 

(1)～(4) 省略 (1)～(4) 省略 

  

（指定管理者による供用時間等の変更） （指定管理者による供用時間等の変更） 

第13条 第９条第１項の規定により教育委員会が指定管理者に管理業務を行

わせる場合は、第３条の規定によるほか、指定管理者は、必要と認めると

きは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同条第１項に規定する供用時

間を変更し、または同条第２項に規定する休所日を変更し、もしくは臨時

に休所日を定めることができる。 

第13条 第９条第１項の規定により知事が指定管理者に管理業務を行わせる

場合は、第３条の規定によるほか、指定管理者は、必要と認めるときは、

あらかじめ知事の承認を得て、同条第１項に規定する供用時間を変更し、

または同条第２項に規定する休所日を変更し、もしくは臨時に休所日を定

めることができる。 
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（利用料金） （利用料金） 

第14条 第９条第１項の規定により教育委員会が指定管理者に管理業務を行

わせる場合は、第５条の規定にかかわらず、使用者は、指定管理者に研修

所の施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を納めなければ

ならない。 

第14条 第９条第１項の規定により知事が指定管理者に管理業務を行わせる

場合は、第５条の規定にかかわらず、使用者は、指定管理者に研修所の施

設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を納めなければならな

い。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 利用料金は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじ

め教育委員会の承認を得て定めるものとする。これを変更しようとすると

きも、同様とする。 

３ 利用料金は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじ

め知事の承認を得て定めるものとする。これを変更しようとするときも、

同様とする。 

４ 省略 ４ 省略 

５ 利用料金は、還付しない。ただし、災害その他使用者の責めによらない

理由により承認に係る施設を使用することができないときその他指定管理

者が必要と認める場合であつて教育委員会の承認を得たときは、この限り

でない。 

５ 利用料金は、還付しない。ただし、災害その他使用者の責めによらない

理由により承認に係る施設を使用することができないときその他指定管理

者が必要と認める場合であつて知事の承認を得たときは、この限りでない。

６ 指定管理者は、特別の事情があると認めるときは、あらかじめ教育委員

会の承認を得て、利用料金を減免することができる。 

６ 指定管理者は、特別の事情があると認めるときは、あらかじめ知事の承

認を得て、利用料金を減免することができる。 

  

（委任） （委任） 

第15条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会規則で定

める。 

第15条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。 

 

以下 省略 

 

 

以下 省略 
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滋賀県立近代美術館条例新旧対照表（第８条関係） 

旧 新 

  

第１条および第２条 省略 第１条および第２条 省略 

  

（特別観覧の許可） （特別観覧の許可） 

第３条 美術館が所蔵する美術品等の熟覧、模写、模造、撮影または原板の

使用（以下「特別観覧」という。）をしようとする者は、教育委員会規則

で定めるところにより教育委員会に申請し、その許可を受けなければなら

ない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

第３条 美術館が所蔵する美術品等の熟覧、模写、模造、撮影または原板の

使用（以下「特別観覧」という。）をしようとする者は、規則で定めると

ころにより知事に申請し、その許可を受けなければならない。許可を受け

た事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 教育委員会は、前項の申請があつた場合において、次の各号のいずれか

に該当するときは、同項の許可をしないことができる。 

２ 知事は、前項の申請があつた場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、同項の許可をしないことができる。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

３ 教育委員会は、第１項の規定による許可をする場合においては、美術品

等または美術館の管理上必要な限度において、条件を付すことができる。 

３ 知事は、第１項の規定による許可をする場合においては、美術品等また

は美術館の管理上必要な限度において、条件を付すことができる。 

  

（特別観覧の許可の取消し等） （特別観覧の許可の取消し等） 

第４条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項

の規定による許可を取り消し、または特別観覧を制限し、もしくは特別観

覧の停止を命ずることができる。 

第４条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項の規定

による許可を取り消し、または特別観覧を制限し、もしくは特別観覧の停

止を命ずることができる。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

(4) 特別観覧者がこの条例またはこの条例に基づく教育委員会規則の規定

に違反したとき。 

(4) 特別観覧者がこの条例またはこの条例に基づく規則の規定に違反した

とき。 

(5)および(6) 省略 (5)および(6) 省略 

(7) その他教育委員会が必要と認めたとき。 (7) その他知事が必要と認めたとき。 

  

（ギャラリー等の使用の承認） （ギャラリー等の使用の承認） 

第５条 ギャラリー等を使用しようとする者は、教育委員会規則で定めると第５条 ギャラリー等を使用しようとする者は、規則で定めるところにより
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ころにより教育委員会に申請し、その承認を受けなければならない。承認

を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

知事に申請し、その承認を受けなければならない。承認を受けた事項を変

更しようとするときも、同様とする。 

２ 教育委員会は、前項の申請があつた場合において、次の各号のいずれか

に該当するときは、同項の承認をしないことができる。 

２ 知事は、前項の申請があつた場合において、次の各号のいずれかに該当

するときは、同項の承認をしないことができる。 

(1)～(6) 省略 (1)～(6) 省略 

３ 教育委員会は、第１項の規定による承認をする場合においては、美術館

の管理上必要な限度において、条件を付すことができる。 

３ 知事は、第１項の規定による承認をする場合においては、美術館の管理

上必要な限度において、条件を付すことができる。 

  

（施設等の変更の禁止） （施設等の変更の禁止） 

第６条 前条第１項の規定による承認を受けた者（以下「使用者」という。）

は、美術館の施設もしくは設備に変更を加え、または特別の設備を設けて

はならない。ただし、あらかじめ教育委員会の承認を受けたときは、この

限りでない。 

第６条 前条第１項の規定による承認を受けた者（以下「使用者」という。）

は、美術館の施設もしくは設備に変更を加え、または特別の設備を設けて

はならない。ただし、あらかじめ知事の承認を受けたときは、この限りで

ない。 

  

（ギャラリー等の使用の承認の取消し等） （ギャラリー等の使用の承認の取消し等） 

第７条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第５条第１

項の規定による承認を取り消し、または使用を制限し、もしくは使用の停

止を命ずることができる。 

第７条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、第５条第１項の規

定による承認を取り消し、または使用を制限し、もしくは使用の停止を命

ずることができる。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

(4) 使用者がこの条例またはこの条例に基づく教育委員会規則の規定に違

反したとき。 

(4) 使用者がこの条例またはこの条例に基づく規則の規定に違反したと

き。 

(5)および(6) 省略 (5)および(6) 省略 

(7) その他教育委員会が特に必要と認めたとき。 (7) その他知事が特に必要と認めたとき。 

  

第８条～第10条 省略 第８条～第10条 省略 

  

（協議会の組織等） （協議会の組織等） 

第11条 省略 第11条 省略 
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２ 省略 ２ 省略 

(1)～(5) 省略 (1)～(5) 省略 

(6) その他教育委員会が適当と認める者 (6) その他知事が適当と認める者 

３および４ 省略 ３および４ 省略 

  

第12条 省略 第12条 省略 

  

（専門委員） （専門委員） 

第13条 省略 第13条 省略 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関して学識経験を有する者のうちから教

育委員会が任命する。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関して学識経験を有する者のうちから知

事が任命する。 

３ 省略 ３ 省略 

  

第14条および第15条 省略 第14条および第15条 省略 

  

（雑則） （雑則） 

第16条 第10条から前条までに定めるもののほか、協議会の運営に関し必要

な事項は、教育委員会規則で定める。 

第16条 第10条から前条までに定めるもののほか、協議会の運営に関し必要

な事項は、規則で定める。 

  

（委任） （委任） 

第17条 この条例に定めるもののほか、美術館の管理運営に関し必要な事項

は、教育委員会規則で定める。 

第17条 この条例に定めるもののほか、美術館の管理運営に関し必要な事項

は、規則で定める。 

 

付則 省略 

 

 

付則 省略 
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滋賀県立琵琶湖博物館の設置および管理に関する条例新旧対照表（第９条関係） 

旧 新 

第１条および第２条 省略 

 

（特別観覧の許可） 

第３条 博物館が所蔵する資料（以下「博物館資料」という。）の

熟覧、模写、模造または撮影等（以下「特別観覧」という。）を

しようとする者は、教育委員会規則で定めるところにより教育委

員会に申請し、その許可を受けなければならない。許可を受けた

事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 教育委員会は、前項の申請があった場合において、次の各号の

いずれかに該当するときは、同項の許可をしないことができる。 

(1)～(3) 省略  

３ 教育委員会は、第１項の規定による許可をする場合において

は、博物館資料または博物館の管理上必要な限度において、条件

を付すことができる。 

 

（特別観覧の許可の取消し等） 

第４条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、前

条第１項の規定による許可を取り消し、または特別観覧を制限

し、もしくは特別観覧の停止を命ずることができる。 

(1)～(3) 省略  

(4) 特別観覧者がこの条例またはこの条例に基づく教育委員会

規則の規定に違反したとき。 

(5)および(6) 省略  

第１条および第２条 省略 

 

（特別観覧の許可） 

第３条 博物館が所蔵する資料（以下「博物館資料」という。）の

熟覧、模写、模造または撮影等（以下「特別観覧」という。）を

しようとする者は、規則で定めるところにより知事に申請し、そ

の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しよう

とするときも、同様とする。 

２ 知事は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれ

かに該当するときは、同項の許可をしないことができる。 

(1)～(3) 省略  

３ 知事は、第１項の規定による許可をする場合においては、博物

館資料または博物館の管理上必要な限度において、条件を付すこ

とができる。 

 

（特別観覧の許可の取消し等） 

第４条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１

項の規定による許可を取り消し、または特別観覧を制限し、もし

くは特別観覧の停止を命ずることができる。 

(1)～(3) 省略  

(4) 特別観覧者がこの条例またはこの条例に基づく規則の規定

に違反したとき。 

(5)および(6) 省略 
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(7) その他教育委員会が特に必要と認めたとき。 

 

第５条および第６条 省略 

 

第７条 省略 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから任命する。 

(1)～(6) 省略 

(7) その他教育委員会が適当と認める者 

３および４ 省略 

 

第８条および第９条 省略 

 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、博物館の管理運営に関し必

要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 

 (7) その他知事が特に必要と認めたとき。 

 

第５条および第６条 省略 

 

第７条 省略 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから任命する。 

(1)～(6) 省略 

(7) その他知事が適当と認める者 

３および４ 省略 

 

第８条および第９条 省略 

 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、博物館の管理運営に関し必

要な事項は、規則で定める。 

付則 省略 

 

付則 省略 
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滋賀県立男女共同参画センターの設置および管理に関する条例新旧対照表（第10条関係） 

旧 新 

第１条～第３条 省略 

 

（使用の承認） 

第４条 センターの施設のうち教育委員会規則で定める施設（以下

「特定施設」という。）を使用しようとする者は、教育委員会規

則で定めるところにより教育委員会に申請し、その承認を受けな

ければならない。承認を受けた事項を変更しようとするときも、

同様とする。 

２ 教育委員会は、前項の規定による申請があつた場合において、

次の各号のいずれかに該当するときは、同項の承認をしないこと

ができる。 

(1)～(6) 省略 

３ 教育委員会は、第１項の規定による承認をする場合において

は、センターの管理上必要な限度において、条件を付すことがで

きる。 

 

第５条 省略 

 

（施設等の変更の禁止） 

第６条 第４条第１項の規定による承認を受けた者（以下「使用者」

という。）は、センターの施設もしくは設備に変更を加え、また

は特別の設備を設けてはならない。ただし、あらかじめ教育委員

会の承認を受けたときは、この限りでない。 

第１条～第３条 省略 

 

（使用の承認） 

第４条 センターの施設のうち規則で定める施設（以下「特定施設」

という。）を使用しようとする者は、規則で定めるところにより

知事に申請し、その承認を受けなければならない。承認を受けた

事項を変更しようとするときも、同様とする。 

 

２ 知事は、前項の規定による申請があつた場合において、次の各

号のいずれかに該当するときは、同項の承認をしないことができ

る。 

(1)～(6) 省略 

３ 知事は、第１項の規定による承認をする場合においては、セン

ターの管理上必要な限度において、条件を付すことができる。 

 

 

第５条 省略 

 

（施設等の変更の禁止） 

第６条 第４条第１項の規定による承認を受けた者（以下「使用者」

という。）は、センターの施設もしくは設備に変更を加え、また

は特別の設備を設けてはならない。ただし、あらかじめ知事の承

認を受けたときは、この限りでない。 
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（使用の承認の取消し等） 

第７条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第

４条第１項の規定による承認を取り消し、または使用を制限し、

もしくは使用の停止を命ずることができる。 

(1)～(3) 省略  

(4) 使用者がこの条例またはこの条例に基づく教育委員会規則

の規定に違反したとき。 

(5)および(6) 省略 

(7) その他教育委員会が特に必要と認めたとき。 

 

第８条 省略 

 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、センターの管理および運営

に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 

 

（使用の承認の取消し等） 

第７条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、第４条第

１項の規定による承認を取り消し、または使用を制限し、もしく

は使用の停止を命ずることができる。 

(1)～(3) 省略  

(4) 使用者がこの条例またはこの条例に基づく規則の規定に違

反したとき。 

(5)および(6) 省略 

(7) その他知事が特に必要と認めたとき。 

 

第８条 省略 

 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、センターの管理および運

営に関し必要な事項は、規則で定める。 

付則 省略 

 

付則 省略 
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滋賀県文化財保護条例新旧対照表（第11条関係） 

旧 新 

  

第１条および第２条 省略 第１条および第２条 省略 

  

（財産権等の尊重および他の公益との調整） （財産権等の尊重および他の公益との調整） 

第３条 滋賀県教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、この条例の

執行に当つて関係者の所有権その他の財産権を尊重するとともに、文化財

の保護と他の公益との調整に留意しなければならない。 

第３条 知事は、この条例の執行に当たつて関係者の所有権その他の財産権

を尊重するとともに、文化財の保護と他の公益との調整に留意しなければ

ならない。 

  

（指定） （指定） 

第４条 教育委員会は、県の区域内に存する有形文化財（法第27条第１項の

規定により重要文化財に指定されたものを除く。以下同じ。）のうち県に

とつて重要なものを滋賀県指定有形文化財（以下「県指定有形文化財」と

いう。）に指定することができる。 

第４条 知事は、県の区域内に存する有形文化財（法第27条第１項の規定に

より重要文化財に指定されたものを除く。以下同じ。）のうち県にとつて

重要なものを滋賀県指定有形文化財（以下「県指定有形文化財」という。）

に指定することができる。 

２ 前項の規定による指定をするには、教育委員会は、あらかじめ、指定し

ようとする有形文化財の所有者および権原に基づく占有者の同意を得なけ

ればならない。ただし、所有者または権原に基く占有者が判明しない場合

は、この限りでない。 

２ 前項の規定による指定をするには、知事は、あらかじめ、指定しようと

する有形文化財の所有者および権原に基づく占有者の同意を得なければな

らない。ただし、所有者または権原に基づく占有者が判明しない場合は、

この限りでない。 

３ 第１項の規定による指定をするには、教育委員会は、あらかじめ、別に

定める滋賀県文化財保護審議会（以下「文化財保護審議会」という。）に

諮問しなければならない。 

３ 第１項の規定による指定をするには、知事は、あらかじめ、別に定める

滋賀県文化財保護審議会（以下「文化財保護審議会」という。）に諮問し

なければならない。 

４および５ 省略 ４および５ 省略 

６ 第１項の規定による指定をしたときは、教育委員会は、当該県指定有形

文化財の所有者に指定書を交付しなければならない。 

６ 第１項の規定による指定をしたときは、知事は、当該県指定有形文化財

の所有者に指定書を交付しなければならない。 

  

（解除） （解除） 

第５条 県指定有形文化財が県指定有形文化財としての価値を失つたときそ第５条 県指定有形文化財が県指定有形文化財としての価値を失つたときそ
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の他特別の理由があるときは、教育委員会は、その指定を解除することが

できる。 

の他特別の理由があるときは、知事は、その指定を解除することができる。

２および３ 省略 ２および３ 省略 

４ 前項の場合には、教育委員会は、その旨を公報で告示するとともに、当

該県指定有形文化財の所有者および権原に基づく占有者に通知しなければ

ならない。 

４ 前項の場合には、知事は、その旨を公報で告示するとともに、当該県指

定有形文化財の所有者および権原に基づく占有者に通知しなければならな

い。 

５ 第２項で準用する前条第４項の規定による県指定有形文化財の指定の解

除の通知を受けたとき、および前項の規定による通知を受けたときは、所

有者は、すみやかに県指定有形文化財の指定書を教育委員会に返付しなけ

ればならない。 

５ 第２項で準用する前条第４項の規定による県指定有形文化財の指定の解

除の通知を受けたとき、および前項の規定による通知を受けたときは、所

有者は、速やかに県指定有形文化財の指定書を知事に返付しなければなら

ない。 

  

（所有者の管理義務および管理責任者） （所有者の管理義務および管理責任者） 

第６条 県指定有形文化財の所有者は、この条例ならびにこの条例に基く教

育委員会規則および教育委員会の指示に従い、県指定有形文化財を管理し

なければならない。 

第６条 県指定有形文化財の所有者は、この条例ならびにこの条例に基づく

規則および知事の指示に従い、県指定有形文化財を管理しなければならな

い。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 前項の規定により管理責任者を選任したときは、所有者は、すみやかに

その旨を教育委員会に届け出なければならない。管理責任者を解任したと

きも、同様とする。 

３ 前項の規定により管理責任者を選任したときは、所有者は、速やかにそ

の旨を知事に届け出なければならない。管理責任者を解任したときも、同

様とする。 

４ 省略 ４ 省略 

  

（管理団体による管理） （管理団体による管理） 

第７条 県指定有形文化財につき、所有者がない場合または判明しない場合

は、教育委員会は、適当な地方公共団体その他の法人を指定して、当該県

指定有形文化財の保存のため必要な管理を行わせることができる。 

第７条 県指定有形文化財につき、所有者がない場合または判明しない場合

は、知事は、適当な地方公共団体その他の法人を指定して、当該県指定有

形文化財の保存のため必要な管理を行わせることができる。 

２ 前項の規定による指定をしようとするときは、教育委員会は、あらかじ

め、権原に基く占有者および指定しようとする地方公共団体その他の法人

の同意を得なければならない。 

２ 前項の規定による指定をしようとするときは、知事は、あらかじめ、権

原に基づく占有者および指定しようとする地方公共団体その他の法人の同

意を得なければならない。 
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３ 第１項の規定による指定は、その旨を公報で告示するとともに、権原に

基く占有者および当該地方公共団体その他の法人に通知してする。 

３ 第１項の規定による指定は、その旨を公報で告示するとともに、権原に

基づく占有者および当該地方公共団体その他の法人に通知してする。 

４および５ 省略 ４および５ 省略 

  

第８条 前条第１項に規定する理由が消滅したときその他特別の理由がある

ときは、教育委員会は、管理団体の指定を解除することができる。 

第８条 前条第１項に規定する理由が消滅したときその他特別の理由がある

ときは、知事は、管理団体の指定を解除することができる。 

２ 省略 ２ 省略 

  

（所有者または管理責任者の変更等） （所有者または管理責任者の変更等） 

第９条 省略 第９条 省略 

２ 前項の場合においては、新所有者は、すみやかにその旨を教育委員会に

届け出なければならない。 

２ 前項の場合においては、新所有者は、速やかにその旨を知事に届け出な

ければならない。 

３ 県指定有形文化財の所有者または管理責任者は、その氏名もしくは名称

または住所を変更したときは、すみやかにその旨を教育委員会に届け出な

ければならない。氏名もしくは名称または住所の変更が県指定有形文化財

の所有者に係るときは、届出の際指定書を添えなければならない。 

３ 県指定有形文化財の所有者または管理責任者は、その氏名もしくは名称

または住所を変更したときは、速やかにその旨を知事に届け出なければな

らない。氏名もしくは名称または住所の変更が県指定有形文化財の所有者

に係るときは、届出の際指定書を添えなければならない。 

  

（滅失、き損等） （滅失、き損等） 

第10条 県指定有形文化財の全部または一部が滅失し、もしくはき損し、ま

たはこれを亡失し、もしくは盗み取られたときは、所有者（管理責任者ま

たは管理団体がある場合は、その者）は、すみやかにその旨を教育委員会

に届け出なければならない。 

第10条 県指定有形文化財の全部または一部が滅失し、もしくはき損し、ま

たはこれを亡失し、もしくは盗み取られたときは、所有者（管理責任者ま

たは管理団体がある場合は、その者）は、速やかにその旨を知事に届け出

なければならない。 

  

（所在の変更） （所在の変更） 

第11条 県指定有形文化財の所在の場所を変更しようとするときは、所有者

（管理責任者または管理団体がある場合は、その者）は、あらかじめ、そ

の旨を教育委員会に届け出なければならない。ただし、教育委員会規則で

定める場合には、届出を要せず、または所在の場所を変更した後届け出る

第11条 県指定有形文化財の所在の場所を変更しようとするときは、所有者

（管理責任者または管理団体がある場合は、その者）は、あらかじめ、そ

の旨を知事に届け出なければならない。ただし、規則で定める場合には、

届出を要せず、または所在の場所を変更した後届け出ることをもつて足り
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ことをもつて足りる。 る。 

  

（管理または修理の補助） （管理または修理の補助） 

第12条 省略 第12条 省略 

２ 前項の補助金を交付する場合には、教育委員会は、その補助の条件とし

て管理または修理に関し必要な事項を指示することができる。 

２ 前項の補助金を交付する場合には、知事は、その補助の条件として管理

または修理に関し必要な事項を指示することができる。 

  

（補助金の返還等） （補助金の返還等） 

第13条 前条第１項の規定による補助金の交付を受ける所有者等が次の各号

の一に該当するときは、県は、当該補助金の全部もしくは一部を交付せず、

または当該所有者等に対し、既に交付された補助金の全部もしくは一部の

返還を命ずることができる。 

第13条 前条第１項の規定による補助金の交付を受ける所有者等が次の各号

のいずれかに該当するときは、知事は、当該補助金の全部もしくは一部を

交付せず、または当該所有者等に対し、既に交付された補助金の全部もし

くは一部の返還を命ずることができる。 

(1) 管理または修理に関しこの条例またはこの条例に基く教育委員会規則

に違反したとき。 

(1) 管理または修理に関しこの条例またはこの条例に基づく規則に違反し

たとき。 

(2)および(3) 省略 (2)および(3) 省略 

  

（管理または修理に関する勧告） （管理または修理に関する勧告） 

第14条 県指定有形文化財の管理が、適当でないため、当該県指定有形文化

財が滅失し、き損し、または盗み取られるおそれがあると認めるときは、

教育委員会は、所有者等または管理責任者に対し、管理方法の改善、保存

施設の設置その他管理に関し必要な措置を勧告することができる。 

第14条 県指定有形文化財の管理が、適当でないため、当該県指定有形文化

財が滅失し、き損し、または盗み取られるおそれがあると認めるときは、

知事は、所有者等または管理責任者に対し、管理方法の改善、保存施設の

設置その他管理に関し必要な措置を勧告することができる。 

２ 県指定有形文化財が、き損している場合において、その保存のため必要

があると認めるときは、教育委員会は、所有者等に対し、その修理につい

て必要な勧告をすることができる。 

２ 県指定有形文化財が、き損している場合において、その保存のため必要

があると認めるときは、知事は、所有者等に対し、その修理について必要

な勧告をすることができる。 

３ 前２項の規定による勧告に基いてする措置または修理のために要する費

用は、予算の範囲内でその全部または一部を県の負担とすることができる。

３ 前２項の規定による勧告に基づいてする措置または修理のために要する

費用は、予算の範囲内でその全部または一部を県の負担とすることができ

る。 

４ 省略 ４ 省略 
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（有償譲渡の場合の補助金の返還） （有償譲渡の場合の補助金の返還） 

第15条 省略 第15条 省略 

２ 前項に規定する「補助金または負担金の額」とは、補助金または負担金

の額を、補助または費用負担に係る修理等を施した県指定有形文化財につ

き、教育委員会が定める耐用年数で除して得た額に、更に当該耐用年数か

ら修理等を行つた時以後当該県指定有形文化財の譲渡の時までの年数を控

除した残余の年数（１年に満たない部分があるときは、これを切り捨てる。）

を乗じて得た額に相当する金額とする。 

２ 前項に規定する「補助金または負担金の額」とは、補助金または負担金

の額を、補助または費用負担に係る修理等を施した県指定有形文化財につ

き、知事が定める耐用年数で除して得た額に、更に当該耐用年数から修理

等を行つた時以後当該県指定有形文化財の譲渡の時までの年数を控除した

残余の年数（１年に満たない部分があるときは、これを切り捨てる。）を

乗じて得た額に相当する金額とする。 

３ 補助又は費用負担に係る修理等が行われた後当該県指定有形文化財を県

に譲り渡した場合その他特別の事情がある場合には、県は、第１項の規定

により返還すべき金額の全部または一部の返還を免除することができる。 

３ 補助または費用負担に係る修理等が行われた後当該県指定有形文化財を

知事に譲り渡した場合その他特別の事情がある場合には、知事は、第１項

の規定により返還すべき金額の全部または一部の返還を免除することがで

きる。 

  

第16条 省略 第16条 省略 

  

（現状変更等の制限） （現状変更等の制限） 

第17条 県指定有形文化財に関し、その現状を変更し、またはその保存に影

響を及ぼす行為で教育委員会規則で定めるものをしようとするときは、教

育委員会の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更については

教育委員会規則で定める維持の措置または非常災害のために必要な応急措

置をとる場合は、この限りでない。 

第17条 県指定有形文化財に関し、その現状を変更し、またはその保存に影

響を及ぼす行為で規則で定めるものをしようとするときは、知事の許可を

受けなければならない。ただし、現状の変更については規則で定める維持

の措置または非常災害のために必要な応急措置をとる場合は、この限りで

ない。 

２ 教育委員会は、前項の許可を与える場合において、その許可の条件とし

て同項の現状の変更または保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をす

ることができる。 

２ 知事は、前項の許可を与える場合において、その許可の条件として同項

の現状の変更または保存に影響を及ぼす行為に関し必要な指示をすること

ができる。 

３ 第１項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかつたときは、教

育委員会は、許可に係る現状の変更もしくは保存に影響を及ぼす行為の停

止を命じ、または許可を取り消すことができる。 

３ 第１項の許可を受けた者が前項の許可の条件に従わなかつたときは、知

事は、許可に係る現状の変更もしくは保存に影響を及ぼす行為の停止を命

じ、または許可を取り消すことができる。 
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４ 省略 ４ 省略 

  

（修理の届出等） （修理の届出等） 

第18条 県指定有形文化財を修理しようとするときは、所有者等は、あらか

じめ、その旨を教育委員会に届け出なければならない。ただし、第12条第

１項の規定による補助金の交付、第14条第２項の規定による勧告または前

条第１項の規定による許可を受けて修理を行う場合は、この限りでない。 

第18条 県指定有形文化財を修理しようとするときは、所有者等は、あらか

じめ、その旨を知事に届け出なければならない。ただし、第12条第１項の

規定による補助金の交付、第14条第２項の規定による勧告または前条第１

項の規定による許可を受けて修理を行う場合は、この限りでない。 

２ 県指定有形文化財の保護のため必要があると認めるときは、教育委員会

は、前項の届出に係る修理に関し技術的な指導と助言を与えることができ

る。 

２ 県指定有形文化財の保護のため必要があると認めるときは、知事は、前

項の届出に係る修理に関し技術的な指導と助言を与えることができる。 

  

（公開） （公開） 

第19条 教育委員会は、県指定有形文化財の所有者等に対し、６月以内の期

間を限つて、教育委員会の行う公開の用に供するため当該県指定有形文化

財を出品することを勧告することができる。 

第19条 知事は、県指定有形文化財の所有者等に対し、６月以内の期間を限

つて、知事の行う公開の用に供するため当該県指定有形文化財を出品する

ことを勧告することができる。 

２ 教育委員会は、県指定有形文化財の所有者等に対し、３月以内の期間を

限つて当該県指定有形文化財の公開を勧告することができる。 

２ 知事は、県指定有形文化財の所有者等に対し、３月以内の期間を限つて

当該県指定有形文化財の公開を勧告することができる。 

３～５ 省略 ３～５ 省略 

６ 教育委員会は、第１項の規定により県指定有形文化財が出品されたとき

は、その職員のうちから当該県指定有形文化財の管理の責に任ずべき者を

定めなければならない。 

６ 知事は、第１項の規定により県指定有形文化財が出品されたときは、そ

の職員のうちから当該県指定有形文化財の管理の責に任ずべき者を定めな

ければならない。 

７ 教育委員会は、第２項の規定による公開および当該公開に係る県指定有

形文化財の管理に関し必要な指示をするとともに、必要があると認めると

きは、当該管理について指揮監督することができる。 

７ 知事は、第２項の規定による公開および当該公開に係る県指定有形文化

財の管理に関し必要な指示をするとともに、必要があると認めるときは、

当該管理について指揮監督することができる。 

８ 省略 ８ 省略 

  

第20条 省略 第20条 省略 
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（報告の徴収） （報告の徴収） 

第21条 教育委員会は、必要があると認めるときは、県指定有形文化財の所

有者等または管理責任者に対し、当該県指定有形文化財の現状または管理

もしくは修理の状況につき報告を求めることができる。 

第21条 知事は、必要があると認めるときは、県指定有形文化財の所有者等

または管理責任者に対し、当該県指定有形文化財の現状または管理もしく

は修理の状況につき報告を求めることができる。 

  

（所有者等の変更に伴う権利義務の承継） （所有者等の変更に伴う権利義務の承継） 

第22条 県指定有形文化財の所有者等が変更したときは、新たに所有者等と

なつた者は、当該県指定有形文化財に関しこの条例に基いてする教育委員

会の勧告、指示その他の処分による旧所有者等であつた者の権利義務を承

継する。 

第22条 県指定有形文化財の所有者等が変更したときは、新たに所有者等と

なつた者は、当該県指定有形文化財に関しこの条例に基づいてする知事の

勧告、指示その他の処分による旧所有者等であつた者の権利義務を承継す

る。 

  

（指定） （指定） 

第23条 教育委員会は、県の区域内に存する無形文化財（法第71条第１項の

規定により重要無形文化財に指定されたものを除く。）のうち県にとつて

重要なものを滋賀県指定無形文化財（以下「県指定無形文化財」という。）

に指定することができる。 

第23条 知事は、県の区域内に存する無形文化財（法第71条第１項の規定に

より重要無形文化財に指定されたものを除く。）のうち県にとつて重要な

ものを滋賀県指定無形文化財（以下「県指定無形文化財」という。）に指

定することができる。 

２ 教育委員会は、前項の規定による指定をするに当たつては、当該県指定

無形文化財の保持者または保持団体（無形文化財を保持する者が主たる構

成員となつている団体で代表者の定めのあるものをいう。以下同じ。）を

認定しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による指定をするに当たつては、当該県指定無形文

化財の保持者または保持団体（無形文化財を保持する者が主たる構成員と

なつている団体で代表者の定めのあるものをいう。以下同じ。）を認定し

なければならない。 

３ 第１項の規定による指定または前項の規定による認定をしようとするに

は、教育委員会は、あらかじめ、別に定める文化財保護審議会に諮問しな

ければならない。 

３ 第１項の規定による指定または前項の規定による認定をしようとすると

きは、知事は、あらかじめ、別に定める文化財保護審議会に諮問しなけれ

ばならない。 

４ 省略 ４ 省略 

５ 教育委員会は、第１項の規定による指定をした後においても、当該県指

定無形文化財の保持者または保持団体として認定するに足りるものがある

と認めるときは、そのものを保持者または保持団体として追加認定するこ

とができる。 

５ 知事は、第１項の規定による指定をした後においても、当該県指定無形

文化財の保持者または保持団体として認定するに足りるものがあると認め

るときは、そのものを保持者または保持団体として追加認定することがで

きる。 
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６ 省略 ６ 省略 

  

（解除） （解除） 

第24条 県指定無形文化財が県指定無形文化財としての価値を失つたときそ

の他特別の理由があるときは、教育委員会は、その指定を解除することが

できる。 

第24条 県指定無形文化財が県指定無形文化財としての価値を失つたときそ

の他特別の理由があるときは、知事は、その指定を解除することができる。

２ 保持者が心身の故障のため保持者として適当でなくなつたと認めると

き、保持団体がその構成員の異動のため保持団体として適当でなくなつた

と認めるときその他特別の理由があるときは、教育委員会は、その認定を

解除することができる。 

２ 保持者が心身の故障のため保持者として適当でなくなつたと認めると

き、保持団体がその構成員の異動のため保持団体として適当でなくなつた

と認めるときその他特別の理由があるときは、知事は、その認定を解除す

ることができる。 

３～５ 省略 ３～５ 省略 

６ 前項の場合においては、教育委員会は、その旨を公報で告示するととも

に、当該県指定無形文化財の保持者として認定されていた者または保持団

体として認定されていた団体の代表者に通知しなければならない。 

６ 前項の場合においては、知事は、その旨を公報で告示するとともに、当

該県指定無形文化財の保持者として認定されていた者または保持団体とし

て認定されていた団体の代表者に通知しなければならない。 

７ 保持者が死亡したとき、または保持団体が解散したとき（消滅したとき

を含む。以下この条および次条において同じ。）は、当該保持者または保

持団体の認定は解除されたものとし、保持者のすべてが死亡したとき、ま

たは保持団体のすべてが解散したときは、県指定無形文化財の指定は解除

されたものとする。この場合には、教育委員会は、その旨を公報で告示し

なければならない。 

７ 保持者が死亡したとき、または保持団体が解散したとき（消滅したとき

を含む。以下この条および次条において同じ。）は、当該保持者または保

持団体の認定は解除されたものとし、保持者の全てが死亡したとき、また

は保持団体の全てが解散したときは、県指定無形文化財の指定は解除され

たものとする。この場合には、知事は、その旨を公報で告示しなければな

らない。 

  

（保持者の氏名変更等） （保持者の氏名変更等） 

第25条 保持者が氏名もしくは住所を変更し、または死亡したときその他教

育委員会規則で定める理由があるときは、保持者またはその相続人は、す

みやかにその旨を教育委員会に届け出なければならない。保持団体が名称、

事務所の所在地もしくは代表者を変更し、構成員に異動を生じ、または解

散したときも代表者（保持団体が解散した場合にあつては、代表者であつ

た者）について同様とする。 

第25条 保持者が氏名もしくは住所を変更し、または死亡したときその他規

則で定める理由があるときは、保持者またはその相続人は、速やかにその

旨を知事に届け出なければならない。保持団体が名称、事務所の所在地も

しくは代表者を変更し、構成員に異動を生じ、または解散したときも代表

者（保持団体が解散した場合にあつては、代表者であつた者）について同

様とする。 
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（保存） （保存） 

第26条 教育委員会は、県指定無形文化財の保存のため必要があると認める

ときは、県指定無形文化財について、自ら記録の作成、伝承者の養成その

他その保存のため適当な措置を行い、または保持者または保持団体その他

その保存に当たることを適当と認める者に対し、その保存に要する経費の

一部を予算の範囲内で補助することができる。 

第26条 知事は、県指定無形文化財の保存のため必要があると認めるときは、

県指定無形文化財について、自ら記録の作成、伝承者の養成その他その保

存のため適当な措置を行い、または保持者または保持団体その他その保存

に当たることを適当と認める者に対し、その保存に要する経費の一部を予

算の範囲内で補助することができる。 

２ 省略 ２ 省略 

  

（公開） （公開） 

第27条 教育委員会は、県指定無形文化財の保持者または保持団体に対し県

指定無形文化財の公開を、県指定無形文化財の記録の所有者に対しその記

録の公開を勧告することができる。 

第27条 知事は、県指定無形文化財の保持者または保持団体に対し県指定無

形文化財の公開を、県指定無形文化財の記録の所有者に対しその記録の公

開を勧告することができる。 

２～４ 省略 ２～４ 省略 

  

（保存に関する助言または勧告） （保存に関する助言または勧告） 

第28条 教育委員会は、県指定無形文化財の保持者または保持団体その他そ

の保存に当たることを適当と認める者に対し、その保存のため必要な助言

または勧告をすることができる。 

第28条 知事は、県指定無形文化財の保持者または保持団体その他その保存

に当たることを適当と認める者に対し、その保存のため必要な助言または

勧告をすることができる。 

  

（指定） （指定） 

第29条 教育委員会は、県の区域内に存する有形の民俗文化財（法第78条第

１項の規定により重要有形民俗文化財に指定されたものを除く。）のうち

県にとつて重要なものを滋賀県指定有形民俗文化財（以下「県指定有形民

俗文化財」という。）に、無形の民俗文化財（同項の規定により重要無形

民俗文化財に指定されたものを除く。）のうち県にとつて重要なものを滋

賀県指定無形民俗文化財（以下「県指定無形民俗文化財」という。）に指

定することができる。 

第29条 知事は、県の区域内に存する有形の民俗文化財（法第78条第１項の

規定により重要有形民俗文化財に指定されたものを除く。）のうち県にと

つて重要なものを滋賀県指定有形民俗文化財（以下「県指定有形民俗文化

財」という。）に、無形の民俗文化財（同項の規定により重要無形民俗文

化財に指定されたものを除く。）のうち県にとつて重要なものを滋賀県指

定無形民俗文化財（以下「県指定無形民俗文化財」という。）に指定する

ことができる。 
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２～４ 省略 ２～４ 省略 

  

（解除） （解除） 

第30条 県指定有形民俗文化財または県指定無形民俗文化財が県指定有形民

俗文化財または県指定無形民俗文化財としての価値を失つたときその他特

別の理由があるときは、教育委員会は、その指定を解除することができる。

第30条 県指定有形民俗文化財または県指定無形民俗文化財が県指定有形民

俗文化財または県指定無形民俗文化財としての価値を失つたときその他特

別の理由があるときは、知事は、その指定を解除することができる。 

２～４ 省略 ２～４ 省略 

５ 第２項の場合の県指定無形民俗文化財の指定の解除については、教育委

員会は、その旨を公報に告示しなければならない。 

５ 第２項の場合の県指定無形民俗文化財の指定の解除については、知事は、

その旨を公報に告示しなければならない。 

  

（県指定有形民俗文化財の保護） （県指定有形民俗文化財の保護） 

第31条 県指定有形民俗文化財に関し、その現状を変更し、またはその保存

に影響を及ぼす行為で教育委員会規則で定めるものをしようとする者は、

あらかじめ、その旨を教育委員会に届け出なければならない。 

第31条 県指定有形民俗文化財に関し、その現状を変更し、またはその保存

に影響を及ぼす行為で規則で定めるものをしようとする者は、あらかじめ、

その旨を知事に届け出なければならない。 

２ 教育委員会は、県指定有形民俗文化財の保護のため必要があると認める

ときは、前項の届出に係る現状の変更または保存に影響を及ぼす行為に関

し必要な指示をすることができる。 

２ 知事は、県指定有形民俗文化財の保護のため必要があると認めるときは、

前項の届出に係る現状の変更または保存に影響を及ぼす行為に関し必要な

指示をすることができる。 

  

第32条 省略 第32条 省略 

  

（県指定無形民俗文化財の保存） （県指定無形民俗文化財の保存） 

第33条 教育委員会は、県指定無形民俗文化財の保存のため必要があると認

めるときは、県指定無形民俗文化財について自ら記録の作成その他その保

存のため適当な措置をとることができるものとし、県は、その保存に当た

ることを適当と認める者に対し、その保存に要する経費の一部を補助する

ことができる。 

第33条 知事は、県指定無形民俗文化財の保存のため必要があると認めると

きは、県指定無形民俗文化財について自ら記録の作成その他その保存のた

め適当な措置をとることができるものとし、県は、その保存に当たること

を適当と認める者に対し、その保存に要する経費の一部を補助することが

できる。 

２ 省略 ２ 省略 
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（県指定無形民俗文化財の記録の公開） （県指定無形民俗文化財の記録の公開） 

第33条の２ 教育委員会は、県指定無形民俗文化財の記録の所有者に対し、

その記録の公開を勧告することができる。 

第33条の２ 知事は、県指定無形民俗文化財の記録の所有者に対し、その記

録の公開を勧告することができる。 

２ 省略 ２ 省略 

  

（保存に関する助言または勧告） （保存に関する助言または勧告） 

第33条の３ 教育委員会は、県指定無形民俗文化財の保存に当たることを適

当と認める者に対し、その保存のため必要な助言または勧告をすることが

できる。 

第33条の３ 知事は、県指定無形民俗文化財の保存に当たることを適当と認

める者に対し、その保存のため必要な助言または勧告をすることができる。

  

（県指定無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財の記録の作成等） （県指定無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財の記録の作成等） 

第33条の４ 教育委員会は、県指定無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財

のうち特に必要のあるものを選択して、自らその記録を作成し、保存し、

または公開することができるものとし、県は、適当な者に対し、当該無形

の民俗文化財の公開またはその記録の作成、保存もしくは公開に要する経

費の一部を予算の範囲内で補助することができる。 

第33条の４ 知事は、県指定無形民俗文化財以外の無形の民俗文化財のうち

特に必要のあるものを選択して、自らその記録を作成し、保存し、または

公開することができるものとし、県は、適当な者に対し、当該無形の民俗

文化財の公開またはその記録の作成、保存もしくは公開に要する経費の一

部を予算の範囲内で補助することができる。 

２および３ 省略 ２および３ 省略 

  

（指定） （指定） 

第34条 教育委員会は、県の区域内に存する記念物（法第109条第１項の規定

により史跡、名勝または天然記念物に指定されたものを除く。）のうち県

にとつて重要なものを滋賀県指定史跡、滋賀県指定名勝または滋賀県指定

天然記念物（以下「県指定史跡名勝天然記念物」と総称する。）に指定す

ることができる。 

第34条 知事は、県の区域内に存する記念物（法第109条第１項の規定により

史跡、名勝または天然記念物に指定されたものを除く。）のうち県にとつ

て重要なものを滋賀県指定史跡、滋賀県指定名勝または滋賀県指定天然記

念物（以下「県指定史跡名勝天然記念物」と総称する。）に指定すること

ができる。 

２ 省略 ２ 省略 

  

（解除） （解除） 

第35条 県指定史跡名勝天然記念物が県指定史跡名勝天然記念物としての価第35条 県指定史跡名勝天然記念物が県指定史跡名勝天然記念物としての価
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値を失つたときその他特別の理由があるときは、教育委員会は、その指定

を解除することができる。 

値を失つたときその他特別の理由があるときは、知事は、その指定を解除

することができる。 

２および３ 省略 ２よび３ 省略 

  

（標識等の設置） （標識等の設置） 

第36条 県指定史跡名勝天然記念物の所有者または第40条で準用する第７条

第４項の規定による管理団体（以下この章において「所有者等」という。）

は、教育委員会規則で定める基準により、県指定史跡名勝天然記念物の管

理に必要な標識、説明板、境界標、囲さくその他の施設を設置するものと

する。 

第36条 県指定史跡名勝天然記念物の所有者または第40条で準用する第７条

第４項の規定による管理団体（以下この章において「所有者等」という。）

は、規則で定める基準により、県指定史跡名勝天然記念物の管理に必要な

標識、説明板、境界標、囲柵その他の施設を設置するものとする。 

  

（土地の所在等の異動の届出） （土地の所在等の異動の届出） 

第37条 県指定史跡名勝天然記念物の指定地域内の土地について、その土地

の所在、地番、地目または地積に異動があつたときは、所有者等（第40条

で準用する第６条第２項の規定により選任した管理責任者がある場合は、

その者）は、すみやかにその旨を教育委員会に届け出なければならない。 

第37条 県指定史跡名勝天然記念物の指定地域内の土地について、その土地

の所在、地番、地目または地積に異動があつたときは、所有者等（第40条

で準用する第６条第２項の規定により選任した管理責任者がある場合は、

その者）は、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。 

  

第38条 省略 第38条 省略 

  

（現状変更等の制限） （現状変更等の制限） 

第39条 県指定史跡名勝天然記念物に関し、その現状を変更し、またはその

保存に影響を及ぼす行為で教育委員会規則で定めるものをしようとする者

は、教育委員会の許可を受けなければならない。ただし、現状の変更につ

いては、教育委員会規則で定める維持の措置または非常災害のために必要

な応急措置をとる場合は、この限りでない。 

第39条 県指定史跡名勝天然記念物に関し、その現状を変更し、またはその

保存に影響を及ぼす行為で規則で定めるものをしようとする者は、知事の

許可を受けなければならない。ただし、現状の変更については、規則で定

める維持の措置または非常災害のために必要な応急措置をとる場合は、こ

の限りでない。 

２および３ 省略 ２および３ 省略 

  

第40条 省略 第40条 省略 
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（選定） （選定） 

第40条の２ 教育委員会は、市町の申出に基づき、市町が法第143条第１項ま

たは第２項の規定により定める伝統的建造物群保存地区（法第144条第１項

の規定により重要伝統的建造物群保存地区に選定されたものを除く。）の

区域の全部または一部で県にとつてその価値が特に高いものを、滋賀県選

定伝統的建造物群保存地区（以下「県選定伝統的建造物群保存地区」とい

う。）として選定することができる。 

第40条の２ 知事は、市町の申出に基づき、市町が法第143条第１項または第

２項の規定により定める伝統的建造物群保存地区（法第144条第１項の規定

により重要伝統的建造物群保存地区に選定されたものを除く。）の区域の

全部または一部で県にとつてその価値が特に高いものを、滋賀県選定伝統

的建造物群保存地区（以下「県選定伝統的建造物群保存地区」という。）

として選定することができる。 

２ 前項の選定をするには、教育委員会は、あらかじめ、別に定める文化財

保護審議会に諮問しなければならない。 

２ 前項の選定をするには、知事は、あらかじめ、別に定める文化財保護審

議会に諮問しなければならない。 

３ 省略 ３ 省略 

  

（解除） （解除） 

第40条の３ 県選定伝統的建造物群保存地区が県選定伝統的建造物群保存地

区としての価値を失つた場合その他特別の理由があるときは、教育委員会

は、その選定を解除することができる。 

第40条の３ 県選定伝統的建造物群保存地区が県選定伝統的建造物群保存地

区としての価値を失つた場合その他特別の理由があるときは、知事は、そ

の選定を解除することができる。 

２および３ 省略 ２および３ 省略 

４ 前項の場合には、教育委員会は、その旨を公報で告示するとともに、当

該市町に通知しなければならない。 

４ 前項の場合には、知事は、その旨を公報で告示するとともに、当該市町

に通知しなければならない。 

  

第40条の４ 省略 第40条の４ 省略 

  

（選定等） （選定等） 

第40条の５ 教育委員会は、県の区域内に存する伝統的な技術または技能で

文化財の保存のために欠くことのできないもの（法第147条第１項の規定に

より選定保存技術に選定されたものを除く。）のうち県として保存の措置

を講ずる必要があるものを滋賀県選定保存技術（以下「県選定保存技術」

という。）として選定することができる。 

第40条の５ 知事は、県の区域内に存する伝統的な技術または技能で文化財

の保存のために欠くことのできないもの（法第147条第１項の規定により選

定保存技術に選定されたものを除く。）のうち県として保存の措置を講ず

る必要があるものを滋賀県選定保存技術（以下「県選定保存技術」という。）

として選定することができる。 
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２ 教育委員会は、前項の規定による選定をするに当たつては、県選定保存

技術の保持者または保存団体（県選定保存技術を保存することを主たる目

的とする団体（財団を含む。）で代表者または管理人の定めのあるものを

いう。以下同じ。）を認定しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による選定をするに当たつては、県選定保存技術の

保持者または保存団体（県選定保存技術を保存することを主たる目的とす

る団体（財団を含む。）で代表者または管理人の定めのあるものをいう。

以下同じ。）を認定しなければならない。 

３および４ 省略 ３および４ 省略 

  

（解除） （解除） 

第40条の６ 教育委員会は、県選定保存技術について保存の措置を講ずる必

要がなくなつた場合その他特別の理由があるときは、その選定を解除する

ことができる。 

第40条の６ 知事は、県選定保存技術について保存の措置を講ずる必要がな

くなつた場合その他特別の理由があるときは、その選定を解除することが

できる。 

２ 教育委員会は、保持者が心身の故障のため保持者として適当でなくなつ

たと認められる場合、保存団体が保存団体として適当でなくなつたと認め

られる場合その他特別の理由があるときは、保持者または保存団体の認定

を解除することができる。 

２ 知事は、保持者が心身の故障のため保持者として適当でなくなつたと認

められる場合、保存団体が保存団体として適当でなくなつたと認められる

場合その他特別の理由があるときは、保持者または保存団体の認定を解除

することができる。 

３～５ 省略 ３～５ 省略 

６ 前条第２項の認定が保持者のみについてなされた場合にあつてはそのす

べてが死亡したとき、同項の認定が保存団体のみについてなされた場合に

あつてはそのすべてが解散したとき（消滅したときを含む。以下この項に

おいて同じ。）、同項の認定が保持者と保存団体とを併せてなされた場合

にあつては保持者のすべてが死亡し、かつ、保存団体のすべてが解散した

ときに、県選定保存技術の選定は、解除されたものとする。この場合には、

教育委員会は、その旨を公報で告示しなければならない。 

６ 前条第２項の認定が保持者のみについてなされた場合にあつてはその全

てが死亡したとき、同項の認定が保存団体のみについてなされた場合にあ

つてはその全てが解散したとき（消滅したときを含む。以下この項におい

て同じ。）、同項の認定が保持者と保存団体とを併せてなされた場合にあ

つては保持者の全てが死亡し、かつ、保存団体の全てが解散したときに、

県選定保存技術の選定は、解除されたものとする。この場合には、知事は、

その旨を公報で告示しなければならない。 

  

第40条の７ 省略 第40条の７ 省略 

  

（保存） （保存） 

第40条の８ 教育委員会は、県選定保存技術の保存のため必要があると認め

るときは、県選定保存技術について自ら記録の作成、伝承者の養成その他

第40条の８ 知事は、県選定保存技術の保存のため必要があると認めるとき

は、県選定保存技術について自ら記録の作成、伝承者の養成その他その保
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その保存のため適当な措置をとることができるものとし、県は、保持者ま

たは保存団体その他その保存に当たることを適当と認める者に対し、その

保存に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。 

存のため適当な措置をとることができるものとし、県は、保持者または保

存団体その他その保存に当たることを適当と認める者に対し、その保存に

要する経費の一部を予算の範囲内で補助することができる。 

２ 省略 ２ 省略 

  

（保存に関する指導または助言） （保存に関する指導または助言） 

第40条の９ 教育委員会は、県選定保存技術の保持者または保存団体その他

その保存に当たることを適当と認める者に対し、その保存のため必要な指

導または助言をすることができる。 

第40条の９ 知事は、県選定保存技術の保持者または保存団体その他その保

存に当たることを適当と認める者に対し、その保存のため必要な指導また

は助言をすることができる。 

  

（教育委員会規則への委任） （規則への委任） 

第41条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 第41条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

（罰則） 

 

（罰則） 

第42条 省略 第42条 省略 

  

第42条の２ 第17条または第39条の規定に違反して教育委員会の許可を受け

ず、もしくはその許可の条件に従わないで、県指定有形文化財もしくは県

指定史跡名勝天然記念物の現状を変更し、もしくはその保存に影響を及ぼ

す行為をし、または教育委員会の現状の変更もしくは保存に影響を及ぼす

行為の停止の命令に従わなかつた者は、３万円以下の罰金または科料に処

する。 

第42条の２ 第17条または第39条の規定に違反して知事の許可を受けず、も

しくはその許可の条件に従わないで、県指定有形文化財もしくは県指定史

跡名勝天然記念物の現状を変更し、もしくはその保存に影響を及ぼす行為

をし、または知事の現状の変更もしくは保存に影響を及ぼす行為の停止の

命令に従わなかつた者は、３万円以下の罰金または科料に処する。 

  

以下 省略 以下 省略 
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滋賀県文化財保護審議会設置条例新旧対照表（第12条関係） 

旧 新 

（設置） （設置） 

第１条 文化財保護法（昭和25年法律第214号）第190条第１項の規定に基づ

き、滋賀県教育委員会（以下「教育委員会」という。）に、滋賀県文化財

保護審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

第１条 文化財保護法（昭和25年法律第214号）第190条第１項の規定に基づ

き、知事の附属機関として、滋賀県文化財保護審議会（以下「審議会」と

いう。）を置く。 

  

第２条 省略 第２条 省略 

。

（委員） （委員） 

第３条 委員および臨時委員は、文化に関し広くかつ高い識見を有する者お

よび文化財に関する学識経験を有する者のうちから教育委員会が任命す

る。 

第３条 委員および臨時委員は、文化に関し広くかつ高い識見を有する者お

よび文化財に関する学識経験を有する者のうちから知事が任命する。 

 （任期） 

第４条～第７条 省略 第４条～第７条 省略 

  

（庶務） （庶務） 

第８条 審議会の庶務は、滋賀県教育委員会事務局において処理する。 第８条 審議会の庶務は、滋賀県文化スポーツ部において処理する。 

  

以下 省略 以下 省略 
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滋賀県安土城考古博物館の設置および管理に関する条例新旧対照表（第13条関係） 

旧 新 

  

第１条および第２条 省略 第１条および第２条 省略  

  

（開館時間等） （開館時間等） 

第３条 省略 第３条 省略 

２ 省略 ２ 省略 

３ 教育委員会は、必要と認めるときは、第１項に規定する開館時間を変更

し、または前項に規定する休館日を変更し、もしくは臨時に休館日を定め

ることができる。 

３ 知事は、必要と認めるときは、第１項に規定する開館時間を変更し、ま

たは前項に規定する休館日を変更し、もしくは臨時に休館日を定めること

ができる。 

  

（撮影等の許可） （撮影等の許可） 

第４条 博物館が所蔵する博物館資料の撮影、模写、模造等（以下「撮影等」

という。）をしようとする者は、教育委員会規則で定めるところにより教

育委員会に申請し、その許可を受けなければならない。許可を受けた事項

を変更しようとするときも、同様とする。 

第４条 博物館が所蔵する博物館資料の撮影、模写、模造等（以下「撮影等」

という。）をしようとする者は、規則で定めるところにより知事に申請し、

その許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更しようとする

ときも、同様とする。 

２ 教育委員会は、前項の規定による申請があった場合において、次の各号

のいずれかに該当するときは、同項の許可をしないことができる。 

２ 知事は、前項の規定による申請があった場合において、次の各号のいず

れかに該当するときは、同項の許可をしないことができる。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

３ 教育委員会は、第１項の規定による許可をする場合においては、博物館

資料または博物館の管理上必要な限度において、条件を付すことができる。

３ 知事は、第１項の規定による許可をする場合においては、博物館資料ま

たは博物館の管理上必要な限度において、条件を付すことができる。 

  

（撮影等の許可の取消し等） （撮影等の許可の取消し等） 

第５条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項

の規定による許可を取り消し、または撮影等を制限し、もしくは撮影等の

停止を命ずることができる。 

第５条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条第１項の規定

による許可を取り消し、または撮影等を制限し、もしくは撮影等の停止を

命ずることができる。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 
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(4) 撮影者等がこの条例またはこの条例に基づく教育委員会規則の規定に

違反したとき。 

(4) 撮影者等がこの条例またはこの条例に基づく規則の規定に違反したと

き。 

(5)および(6) 省略 (5)および(6) 省略 

(7) その他特に教育委員会が必要と認めたとき。 (7) その他特に知事が必要と認めたとき。 

  

第６条 省略 第６条 省略 

  

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 

第７条 教育委員会は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３

項の規定に基づき、法人その他の団体であって教育委員会が指定するもの

（以下「指定管理者」という。）に、博物館の管理に関する業務のうち、

次に掲げる業務を行わせることができる。 

第７条 知事は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規

定に基づき、法人その他の団体であって知事が指定するもの（以下「指定

管理者」という。）に、博物館の管理に関する業務のうち、次に掲げる業

務を行わせることができる。 

(1)および(2) 省略 (1)および(2) 省略 

(3) 前２号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める業務 (3) 前２号に掲げるもののほか、知事が必要と認める業務 

２ 前項の規定により教育委員会が指定管理者に同項各号に掲げる業務（以

下「管理業務」という。）を行わせる場合における第４条および第５条の

規定の適用については、第４条第１項中「教育委員会に」とあるのは「指

定管理者に」と、同条第２項および第３項ならびに第５条各号列記以外の

部分および第７号中「教育委員会」とあるのは「指定管理者」とする。 

２ 前項の規定により知事が指定管理者に同項各号に掲げる業務（以下「管

理業務」という。）を行わせる場合における第４条および第５条の規定の

適用については、これらの規定中「知事」とあるのは、「指定管理者」と

する。 

  

（指定管理者の指定の手続） （指定管理者の指定の手続） 

第８条 指定管理者の指定は、教育委員会規則で定めるところにより、指定

を受けようとするものの申請により行う。 

第８条 指定管理者の指定は、規則で定めるところにより、指定を受けよう

とするものの申請により行う。 

２ 教育委員会は、前項の規定による申請があったときは、次に掲げる基準

により最も適切な管理を行うことができると認めるものを指定管理者とし

て指定するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による申請があったときは、次に掲げる基準により

最も適切な管理を行うことができると認めるものを指定管理者として指定

するものとする。 

(1)～(4) 省略 (1)～(4) 省略 

３ 教育委員会は、指定管理者の指定に当たっては、あらかじめ滋賀県教育３ 知事は、指定管理者の指定に当たっては、あらかじめ滋賀県文化スポー
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委員会指定管理者選定委員会の意見を聴かなければならない。 ツ部指定管理者選定委員会の意見を聴かなければならない。 

  

（指定管理者の指定の告示等） （指定管理者の指定の告示等） 

第９条 教育委員会は、地方自治法第244条の２第３項の規定により指定を行

い、または同条第11項の規定により指定を取り消し、もしくは管理業務の

全部もしくは一部の停止を命じたときは、その旨を告示しなければならな

い。 

第９条 知事は、地方自治法第244条の２第３項の規定により指定を行い、ま

たは同条第11項の規定により指定を取り消し、もしくは管理業務の全部も

しくは一部の停止を命じたときは、その旨を告示しなければならない。 

  

（指定管理者の管理の基準等） （指定管理者の管理の基準等） 

第10条 省略 第10条 省略 

２ 指定管理者は、次に掲げる事項について教育委員会と協定を締結しなけ

ればならない。 

２ 指定管理者は、次に掲げる事項について知事と協定を締結しなければな

らない。 

(1)～(4) 省略 (1)～(4) 省略 

  

（指定管理者による開館時間等の変更） （指定管理者による開館時間等の変更） 

第11条 第７条第１項の規定により教育委員会が指定管理者に管理業務を行

わせる場合は、第３条の規定によるほか、指定管理者は、必要と認めると

きは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同条第１項に規定する開館時

間を変更し、または同条第２項に規定する休館日を変更し、もしくは臨時

に休館日を定めることができる。 

第11条 第７条第１項の規定により知事が指定管理者に管理業務を行わせる

場合は、第３条の規定によるほか、指定管理者は、必要と認めるときは、

あらかじめ知事の承認を得て、同条第１項に規定する開館時間を変更し、

または同条第２項に規定する休館日を変更し、もしくは臨時に休館日を定

めることができる。 

  

（利用料金） （利用料金） 

第12条 第７条第１項の規定により教育委員会が指定管理者に管理業務を行

わせる場合は、第６条の規定にかかわらず、観覧者は、指定管理者に博物

館が展示する資料の観覧に係る料金（以下「利用料金」という。）を納め

なければならない。 

第12条 第７条第１項の規定により知事が指定管理者に管理業務を行わせる

場合は、第６条の規定にかかわらず、観覧者は、指定管理者に博物館が展

示する資料の観覧に係る料金（以下「利用料金」という。）を納めなけれ

ばならない。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 利用料金は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじ３ 利用料金は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじ
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め教育委員会の承認を得て定めるものとする。これを変更しようとすると

きも、同様とする。 

め知事の承認を得て定めるものとする。これを変更しようとするときも、

同様とする。 

４ 省略 ４ 省略 

５ 利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者が必要と認める場合であ

って、教育委員会の承認を得たときは、この限りでない。 

５ 利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者が必要と認める場合であ

って、知事の承認を得たときは、この限りでない。 

６ 指定管理者は、特別の事情があると認めるときは、あらかじめ教育委員

会の承認を得て、利用料金を減免することができる。 

６ 指定管理者は、特別の事情があると認めるときは、あらかじめ知事の承

認を得て、利用料金を減免することができる。 

  

（委任） （委任） 

第13条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会規則で定

める。 

第13条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。 

 

以下 省略 

 

 

以下 省略 
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滋賀県立希望が丘野外活動センターの設置および管理に関する条例新旧対照表（第14条関係） 

旧 新 

  

第１条および第２条 省略 第１条および第２条 省略 

  

（供用時間等） （供用時間等） 

第３条 省略 第３条 省略 

２ 省略 ２ 省略 

３ 教育委員会は、必要と認めるときは、第１項に規定する供用時間を変更

し、または前項に規定する休所日を変更し、もしくは臨時に休所日を定め

ることができる。 

３ 知事は、必要と認めるときは、第１項に規定する供用時間を変更し、ま

たは前項に規定する休所日を変更し、もしくは臨時に休所日を定めること

ができる。 

  

（使用の承認） （使用の承認） 

第４条 野外活動センターの施設を使用しようとする者は、教育委員会規則

で定めるところにより教育委員会に申請し、その承認を受けなければなら

ない。承認を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

第４条 野外活動センターの施設を使用しようとする者は、規則で定めると

ころにより知事に申請し、その承認を受けなければならない。承認を受け

た事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 教育委員会は、前項の規定による申請があつた場合において、次の各号

のいずれかに該当するときは、同項の承認をしないことができる。 

２ 知事は、前項の規定による申請があつた場合において、次の各号のいず

れかに該当するときは、同項の承認をしないことができる。 

(1)～(5) 省略 (1)～(5) 省略 

３ 教育委員会は、第１項の規定による承認をする場合においては、野外活

動センターの管理上必要な限度において、条件を付すことができる。 

３ 知事は、第１項の規定による承認をする場合においては、野外活動セン

ターの管理上必要な限度において、条件を付すことができる。 

  

第５条 省略 第５条 省略 

  

（施設等の変更の禁止） （施設等の変更の禁止） 

第６条 使用者は、野外活動センターの施設もしくは設備に変更を加え、ま

たは特別の設備を設けてはならない。ただし、あらかじめ教育委員会の承

認を受けたときは、この限りでない。 

第６条 使用者は、野外活動センターの施設もしくは設備に変更を加え、ま

たは特別の設備を設けてはならない。ただし、あらかじめ知事の承認を受

けたときは、この限りでない。 
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（使用の承認の取消し等） （使用の承認の取消し等） 

第７条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第４条第１

項の規定による承認を取り消し、または使用を制限し、もしくは使用の停

止を命ずることができる。 

第７条 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、第４条第１項の規

定による承認を取り消し、または使用を制限し、もしくは使用の停止を命

ずることができる。 

(1)～(3) 省略 (1)～(3) 省略 

(4) 使用者がこの条例またはこの条例に基づく教育委員会規則の規定に違

反したとき。 

(4) 使用者がこの条例またはこの条例に基づく規則の規定に違反したと

き。 

(5)および(6) 省略 (5)および(6) 省略 

(7) その他教育委員会が特に必要と認めたとき。 (7) その他知事が特に必要と認めたとき。 

  

第８条 省略 第８条 省略 

  

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 

第９条 教育委員会は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３

項の規定に基づき、法人その他の団体であつて教育委員会が指定するもの

（以下「指定管理者」という。）に、野外活動センターの管理に関する業

務のうち、次に掲げる業務を行わせることができる。 

第９条 知事は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規

定に基づき、法人その他の団体であつて知事が指定するもの（以下「指定

管理者」という。）に、野外活動センターの管理に関する業務のうち、次

に掲げる業務を行わせることができる。 

(1)および(2) 省略 (1)および(2) 省略 

(3) 前２号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める業務 (3) 前２号に掲げるもののほか、知事が必要と認める業務 

２ 前項の規定により教育委員会が指定管理者に同項各号に掲げる業務（以

下「管理業務」という。）を行わせる場合における第４条、第６条および

第７条の規定の適用については、第４条第１項中「教育委員会に」とある

のは「指定管理者に」と、同条第２項および第３項、第６条ならびに第７

条各号列記以外の部分および第７号中「教育委員会」とあるのは「指定管

理者」とする。 

２ 前項の規定により知事が指定管理者に同項各号に掲げる業務（以下「管

理業務」という。）を行わせる場合における第４条、第６条および第７条

の規定の適用については、これらの規定中「知事」とあるのは、「指定管

理者」とする。 

  

（指定管理者の指定の手続） （指定管理者の指定の手続） 
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第10条 指定管理者の指定は、教育委員会規則で定めるところにより、指定

を受けようとするものの申請により行う。 

第10条 指定管理者の指定は、規則で定めるところにより、指定を受けよう

とするものの申請により行う。 

２ 教育委員会は、前項の規定による申請があつたときは、次に掲げる基準

により最も適切な管理を行うことができると認めるものを指定管理者とし

て指定するものとする。 

２ 知事は、前項の規定による申請があつたときは、次に掲げる基準により

最も適切な管理を行うことができると認めるものを指定管理者として指定

するものとする。 

(1)～(4) 省略 (1)～(4) 省略 

３ 教育委員会は、指定管理者の指定に当たつては、あらかじめ滋賀県希望

が丘文化公園等指定管理者選定委員会の意見を聴かなければならない。 

３ 知事は、指定管理者の指定に当たつては、あらかじめ滋賀県文化スポー

ツ部指定管理者選定委員会の意見を聴かなければならない。 

  

（指定管理者の指定の告示等） （指定管理者の指定の告示等） 

第11条 教育委員会は、地方自治法第244条の２第３項の規定により指定を行

い、または同条第11項の規定により指定を取り消し、もしくは管理業務の

全部もしくは一部の停止を命じたときは、その旨を告示しなければならな

い。 

第11条 知事は、地方自治法第244条の２第３項の規定により指定を行い、ま

たは同条第11項の規定により指定を取り消し、もしくは管理業務の全部も

しくは一部の停止を命じたときは、その旨を告示しなければならない。 

  

（指定管理者の管理の基準等） （指定管理者の管理の基準等） 

第12条 省略 第12条 省略 

２ 指定管理者は、次に掲げる事項について教育委員会と協定を締結しなけ

ればならない。 

２ 指定管理者は、次に掲げる事項について知事と協定を締結しなければな

らない。 

(1)～(4) 省略 (1)～(4) 省略  

  

（指定管理者による供用時間等の変更） （指定管理者による供用時間等の変更） 

第13条 第９条第１項の規定により教育委員会が指定管理者に管理業務を行

わせる場合は、第３条の規定によるほか、指定管理者は、必要と認めると

きは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、同条第１項に規定する供用時

間を変更し、または同条第２項に規定する休所日を変更し、もしくは臨時

に休所日を定めることができる。 

第13条 第９条第１項の規定により知事が指定管理者に管理業務を行わせる

場合は、第３条の規定によるほか、指定管理者は、必要と認めるときは、

あらかじめ知事の承認を得て、同条第１項に規定する供用時間を変更し、

または同条第２項に規定する休所日を変更し、もしくは臨時に休所日を定

めることができる。 
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（利用料金） （利用料金） 

第14条 第９条第１項の規定により教育委員会が指定管理者に管理業務を行

わせる場合は、第５条の規定にかかわらず、使用者は、指定管理者に野外

活動センターの施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を納

めなければならない。 

第14条 第９条第１項の規定により知事が指定管理者に管理業務を行わせる

場合は、第５条の規定にかかわらず、使用者は、指定管理者に野外活動セ

ンターの施設の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を納めなけ

ればならない。 

２ 省略 ２ 省略 

３ 利用料金は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじ

め教育委員会の承認を得て定めるものとする。これを変更しようとすると

きも、同様とする。 

３ 利用料金は、別表に定める額の範囲内において、指定管理者があらかじ

め知事の承認を得て定めるものとする。これを変更しようとするときも、

同様とする。 

４ 省略 ４ 省略 

５ 利用料金は、還付しない。ただし、災害その他使用者の責めによらない

理由により承認に係る施設を使用することができないときその他指定管理

者が必要と認める場合であつて教育委員会の承認を得たときは、この限り

でない。 

５ 利用料金は、還付しない。ただし、災害その他使用者の責めによらない

理由により承認に係る施設を使用することができないときその他指定管理

者が必要と認める場合であつて知事の承認を得たときは、この限りでない。

６ 指定管理者は、特別の事情があると認めるときは、あらかじめ教育委員

会の承認を得て、利用料金を減免することができる。 

６ 指定管理者は、特別の事情があると認めるときは、あらかじめ知事の承

認を得て、利用料金を減免することができる。 

  

（委任） （委任） 

第15条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会規則で定

める。 

第15条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、規則で定める。 

 

以下 省略 

 

 

以下 省略 
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